
消費者被害防止ネットワーク東海（Ｃネット） 

２０２５年度 差止請求事例報告会 

２０２６年６月６日 １４:００～１５：００   

名古屋第一法律事務所会議室及びオンライン 

 
 １ 主 な 改 善 事 例                          

（報告）荻原典子 弁護士（理事長・検討委員）    

（報告）岩城善之 弁護士（理事・検討委員）     

（報告）伊藤陽児 弁護士（理事・検討委員会委員長） 
 

① プロジェクトリーズ株式会社／学習塾運営（入塾要項・手引き） Ｐ２ 

② 株式会社ベストブライダルサービス／結婚仲介サービス 

（契約書・ホームページ） 
Ｐ５ 

③ 学校法人大阪歯科大学／学校法人（入学者選抜要項） Ｐ１５ 

④ 株式会社ガッツ・ジャパン／レンタカー（貸渡約款） Ｐ１７ 

⑤ 株式会社 Coo＆RIKU 東日本／ペットショップ（利用規約） Ｐ２３ 

⑥ いびがわマラソン実行委員会事務局／市民マラソン（申込規約） Ｐ２６ 

⑦ 株式会社ファーマフーズ／サプリメント（第３類医薬品）ネット販売 

（ホームページ広告） 
Ｐ２９ 

⑧ 株式会社メニコン／コンタクトレンズ・ケア用品他（会員規約） Ｐ３１ 

⑨ 株式会社 FIT PLACE／スポーツジム（利用規約・ウェブサイト表示） Ｐ３４ 

⑩ 株式会社総和不動産／フィットネスジム（利用規約・ホームページ） Ｐ４３ 

⑪ ＲＩＺＡＰ株式会社（チョコザップ）／フィットネスジム（利用規約） Ｐ５７ 

⑫ Forward 株式会社／屋内遊具施設運営（会員規約・誓約書） Ｐ５９ 

                                     
 ２ 訴訟提起の事案（別冊）                              
 
① 株式会社スライブステージコーポレーション／居酒屋チェーン（キャン

セル料） 
Ｐ１ 

② コラゾンデザイン株式会社／住宅建築（約款） Ｐ１７ 

（報告）伊藤陽児 弁護士（理事・検討委員会委員長） 
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◆改善事例 プロジェクトリーズ㈱に対する申入れ           
事業者名；プロジェクトリーズ㈱ 
事業内容：学習塾  
申入対象：中途解約の際の学費,テキスト類の不返還条項 
申入開始日：令和元年７月２３日 
申入終了日：令和７年４月２２日  
対象条項と申入れ根拠条文 
１ 学費規定  ←特商法４９条,消費者契約法９条１号及び同法１０条 
 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 

１ 学費規定 
＊ いただいた諸費用・期間講習費用は，日割

・回数割による返金はできません。 
＊ 次のような場合，すでに納入された費用は

理由の如何を問わず，返金及び別経費への振り

替えをいたしませんので，あらかじめご了承く

ださい 
（変更受付期限後の休塾・退塾の場合，手続き

後自らの判断で授業に参加しない場合など） 
◆申し入れの趣旨 
特商法４９条，消費者契約法９条１号（現在の

９条１項１号。以下，同様）及び同法１０条に適

合するように改めてください。 
 

◆申入れ内容 

①特商法４９条関係 

学習塾については，特商法上の「特定継続的役

務」に該当し，役務の提供期間が２ヵ月を超え，

金額が５万円を超える場合には特商法による規制

の対象となります。そして，特商法による規制の

対象となった場合，消費者は，理由を問わずに，

将来に向かって役務提供契約と関連商品販売契約

の解除を行うことが可能です（特商法４９条１項，

同条５項）。 

消費者が役務提供契約等を解除した際に，学習塾

の役務提供事業者が消費者に対して請求し得る損

害賠償額の上限は以下のとおりです。 

①役務提供開始前  

「契約の締結及び履行のために通常要する費用の

額」（学習塾の場合は１万１０００円）（特商法４

９条２項） 

②役務提供開始後 

「提供された役務の対価に相当する額」と「通常

生ずる損害の額」を合算した額（特商法４９条１

項） 

ところが，本学費規定によれば，例えば役務提供

開始前の解除の場合には，合計１万１０００円を

超える入会金・維持費・教材費を消費者が負担さ

せられることになっており，明らかに特商法４９

申入れの結果，左記の学費規定は削除され

た。 
なお，２０２５年版の学費規定は以下のと

おりである。 
＊当塾では費用に関して現金扱いをして

おりません。また表示金額はすべて消費税

込みです。 
＊リード進学塾の授業料は『後払い制』で

す。（例：４月分授業料は４／２５または

４／２８納入） 
＊リード進学塾の授業料は『毎月定額制』

です。月によっては受業回数が異なる場合

もございます。 
＊維持費・教材費は，期の途中で入塾され

た場合，月割りで減額した分のみの納入と

なります。 
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 

条に反しております。 

 

②消費者契約法９条１号関係 

 消費者契約法９条１号は，次の各号に掲げる消

費者契約の条項は，当該各号に定める部分につい

て，無効とする。 
一 当該消費者契約の解除に伴う損害賠償の額を

予定し，又は違約金を定める条項であって，こ

れらを合算した額が，当該条項において設定さ

れた解除の事由，時期等の区分に応じ，当該消

費者契約と同種の消費者契約の解除に伴い当該

事業者に生ずべき平均的な損害の額を超えるも

の 当該超える部分  と規定しています。 
この点，貴社と在塾生の契約は，在塾生からの

退塾の申し出，ないし，貴社からの強制退塾手続

により終了するものとされているところ，貴社は，

在塾生が中途で退塾をした場合に，納入済みの諸

費用を一切返金しないとしています。 
これは，契約の解除又は終了にあたり，消費者

に対して，解約の時期・事由を一切考慮すること

なく，事業者に生じる平均的な損害を超える損害

賠償額の予定・違約金を課す条項といえ，消費者

契約法９条１号の適用により，平均的な損害を超

える部分は無効というべきです。 
 

③消費者契約法１０条関係 
消費者契約法１０条は，民法，商法その他の法

律の公の秩序に関しない規定の適用による場合に

比し，消費者の権利を制限し，又は消費者の義務

を加重する消費者契約の条項であって，民法第１

条第２項に規定する基本原則に反して消費者の利

益を一方的に害するものは，無効とする，と規定

しています。 
民法の双務有償契約では，給付の対価的均衡が

必要となりますが，学習塾の契約も，双務有償契

約に該当します。 
しかるに，本学費規定では，在塾生からの退塾

の申し出，ないし，貴社からの強制退塾手続によ

る契約終了により，貴社の在塾生に対するサービ

スの給付がそもそも存在し得ない場合であって

も，対価としての維持費・教材費を支払わなけれ

ばならないものとされています。 
これは，民法の双務有償契約にいう給付の対価

性に反し，消費者の権利を制限し，義務を加重し，

民法１条２項に規定する基本原則に反して消費者

の利益を一方的に害するものというべきです。 
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 

２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

学費規定 

クーリング・オフ期間後，購入いただいたテキ

スト類は返金の対象とはなりません。 

◆申入れ内容  
 本件学費規定を特商法に適合するように改めて

ください。 
◆申入れ理由 

学習塾における教材（書籍，学習用ソフト，教

材コンテンツ等）については，特商法上，「関連商

品」（役務の提供に際し役務提供を受ける者等が購

入する必要のある商品として特商令で定める商品

（特商法４８条２項，別表５））として，関連商品

販売契約の中途解約が可能とされております（特

商法４９項５項）。 
そして，関連商品販売契約が中途解約された際

の損害賠償の額については，当該関連商品が返還

された場合，当該関連商品が返還されない場合，

当該契約の解除が当該関連商品の引渡し前である

場合といった区分に応じて，上限が定められてお

ります（特商法４９条６項）。 
しかるに，本件学費規定においては，上記区分

に関わらず，消費者が一律に売買代金の返金を受

けられない旨定められており，特商法第４９条６

項に違反しております。 

申入れの結果,左記の学費規定は削除され

た。 
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◆改善事例◆ 株式会社ベストブライダルサービスに対する申入れ 

 
事業者名：株式会社ベストブライダルサービス 
事業内容：結婚相手紹介サービス 
申入れ対象：契約書（ベストブライダルサービス）、会員サービス利用規約（良縁会）、会員規約（日

本仲人連盟） 
申入開始日：2021（令和 3）年 3 月 23 日 
申入終了日：2025（令和 7）年 6 月 17 日 
対象条項と申入れ根拠条文（消費者契約法につき「法」という。）： 
◆ベストブライダルサービスに対する申入れ 
１ 契約書「８．中途解約について」（２）（入会費用等不返還条項） ←特商法４９条２項・法９条

１号（現在の９条１項１号） 

２ 契約書「９．成婚退会及び満期退会」（損害賠償請求条項） ←法１０条 
３ 契約書「１２．会員の義務」（違約金条項） ←法９条１号（現在の９条１項１号） 

４ 契約書「１４．その他」❸【お見合い及び交際における自己責任など】（３）（免責条項）←法８

条１号・３号 
◆良縁会に対する要請 
１ 規約９条６項（免責条項） ←法８条１号・３号 
２ 規約１１条２項（損害賠償請求条項） ←法１０条 
３ 規約１４条（一方的規約変更条項） ←民法５４８条の４ 
◆日本仲人連盟に対する要請 
１ 規約９条４項（免責条項） ←法８条１号・３号 
２ 規約１４条（受領金不返還条項）←法９条１号（現在の９条１項１号） 
 
◆ベストブライダルサービスに対する申入れ 

 Ｃネット東海の主な申入れ内容 ベストブライダルサービスの回答（結果） 
１ 契約書「８．中途解約について」（２） 

 

「サービス提供開始後：入会金・登録料及び

在籍月数に見合った入会費用から 20,000 円

または契約残額の 20%のいずれ低い金額の退

会手続き費用を控除した金額を返還し、契約

が終了します。なお、会員が加入したオプシ

ョンサービス費用は、償却期間は入会時から

3 ヶ月で案分して費用を自動償却するものと

します。償却されるまで（入会から 3ヶ月）

に中途解約された場合は、残存月数分の費用

を返金します。償却期間が経過後、中途解約

による入会費用の返金はありません。」 

 

 

次のとおり改訂された。 
 
「サービス提供開始後：入会金及び在籍月数

に見合った入会費用から 20,000 円または契

約残額の 20%のいずれ低い金額の法定中途解

約手続き費用を控除した金額を返還し、契約

が終了します。 

中途解約時の前受け費用については、毎月

1 日までに解約申し出をして頂くと、当月分

までの解約と見なし、サービスの未経過月数

分は全額返金します。なお、月単位での清算

とさせていただきます。日割計算による返金

は行っておりません。」 
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 ベストブライダルサービスの回答（結果） 
◆申入れ内容 

契約書「８．中途解約について」（２）の第

２文ないし第４文を、特商法４９条２項及び

消費者契約法９条１号に適合するように改め

てください。 

 

◆申入れ理由 

ベストブライダルサービスが提供するサー

ビスは、契約期間１年（契約書「７．会員役

務提供期間」の第１文）、支払金額１５万円以

上（契約書「３．入会時の費用及び償却」）の

結婚相手紹介サービスなので、「特定継続的役

務提供」（特定商取引法４１条１項１号・２項、

同施行令１１条・１２条・同別表第４の７項）

に該当し、中途解約がされた場合にベストブ

ライダルサービスが請求し得る金額の上限

は、 

 

提供された役務の対価に相当する額 ＋ 

（当該特定継続的役務提供契約が締結された

時の全体の価格 － 既に提供された役務の

対価に相当する額） × ２０／１００に相

当する額又は２万円のいずれか低い額 

 

となる（特商法４９条２項１号、同施行令１

５条・別表第４の７項）。 

ところが、ベストブライダルサービスが提

供するサービスは、契約期間が１年とされて

おり、１年かけてサービスが提供されること

が予定されているにもかかわらず、契約書

「８．中途解約について」（２）の第２文ない

し第４文では、会員が入会時に支払った費用

（入会初期費用）から入会金及び登録料の３

万円を控除した金額は、入会から３か月で償

却され、３か月が過ぎると、中途解約の場合

であっても、入会時に支払った費用の返金は

ないものとされている。 

ベストブライダルサービスが提供するサー

ビスには、独身の子を持つ親が利用する「婚

活意思確認サービス」と本人が利用する場合

があり（契約書「２．役務の目的と内容」）、
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 ベストブライダルサービスの回答（結果） 
また、本人が利用する場合には様々なプラン

がある（契約書「３．入会時の費用及び償却」）

にもかかわらず、一律に入会から３か月で償

却されることには疑問がある。 

合理的な根拠もなく、入会から３か月で償

却されることとし、入会時に支払った費用を

返金しないということになると、特商法４９

条２項に反する特約で特定継続的役務提供受

領者に不利なものとして無効となる（特商法

４９条７項）とともに、平均的な損害の額を

超えるものとして消費者契約法９条１号にも

抵触し、無効となる。 

２ 契約書「９．成婚退会及び満期退会」 

 

「会員は当社の紹介を経て、男女双方が婚約

の合意がなされた場合以外には、宿泊を伴う

旅行、性的交渉等があった場合や交際が開始

されてから 3ヶ月が経過した時点も成婚と見

なします。成婚料が発生するプランの会員は

直ちに成婚料を納め成婚退会とします。成婚

料の有無に関わらずご一報下さい。なお、交

際途中の休退会は認められず、成婚の意思表

示をするか、または交際終了によるお申し出

のみ休退会が可能です。休退会された後に元

交際相手と成婚された場合もその期間の成

婚料が発生します。成婚を故意に隠したと認

められた場合は、その期間中の月会費及び成

婚料の倍額をお支払いただきます。」 

 

◆申入れ内容 

契約書「９．成婚退会及び満期退会」の第

１段落の第６文を、消費者契約法１０条に適

合するように改めてください。 
 
◆申入れ理由 

本条項は、会員が休退会してから成婚まで

の期間中の月会費及び成婚料の倍額の支払義

務を課する条項になっているところ、当該期

間が長期間に及べば、賠償額は膨大なものと

なる。しかし、会員が休退会してから成婚ま

での期間が長くなることに伴って、ベストブ

次のとおり改訂された（契約書「９．成婚退

会及び満期退会」の第１段落の第６文が削除

された。）。 
 
「会員は当社の紹介を経て、男女双方が婚約

の合意がなされた場合以外には、宿泊を伴う

旅行、性的交渉等があった場合や交際が開始

されてから 3ヶ月が経過した時点も成婚と見

なします。成婚料が発生するプランの会員は

直ちに成婚料を納め成婚退会とします。な

お、交際途中の休退会は認められず、成婚の

意思表示をするか、または交際終了によるお

申し出のみ休退会が可能です。契約期間が満

期終了時にお客様のお申し出による退会を

満期退会と称します。いずれの場合も、入会

時にお支払いされた費用の返金は発生しま

せん。」 
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 ベストブライダルサービスの回答（結果） 
ライダルサービスの損害が大きくなるわけで

はないし、交際が開始してから３か月が経過

した時点で成婚とみなされ、直ちに成婚料を

支払って成婚退会となること（本条第１段落

の第１文及び第２文）との均衡も失する。 
よって、本条項は、相当因果関係がない損

害の賠償まで消費者にさせるものであり、法

令中の公の秩序に関しない規定の適用による

場合に比して消費者の義務を加重する条項に

該当し、かつ、民法１条２項に規定する基本

原則に反して消費者の利益を一方的に害する

ものといえ、消費者契約法１０条に抵触し、

無効である。 
３ 契約書「１２．会員の義務」 

 

「入会必要書類は契約時より 1ヶ月以内に速

やかに提出しなければなりません。また、当

社に提出する全ての情報は事実を申告しな

ければなりません。会員様は当社のサービス

の趣旨を理解し、婚活を行うにあたり、当社

から指示を受けた事項について遵守し、他の

会員のプライバシーや個人情報の適正な保

護に努め、他の会員の心情に配慮し、意思を

尊重して、純粋に交際や結婚を目的とした健

全な態度で、誠実に活動しなければなりませ

ん。会員様が会員義務に違反し、その行為が

悪質であると当社が判断した場合には、当社

は会員を除名することができるとともに、法

的手続き及びその程度に見合った合理性の

ある範囲の損害賠償請求を行えるものとし

ます。万一、除名処分となった場合、入会時

にお支払いの費用の清算返却はできかねま

す。健全なる婚活への協力をお願いします。」 

 

◆申入れ内容 

契約書「１２．会員の義務」の第５文を、

消費者契約法９条１号に適合するように改め

てください。 

 

◆申入れ理由 

本条項は、会員が除名処分となった場合に、

次のとおり改訂された（契約書「１２．会員

の義務」の第５文が削除された。）。 
 
「入会必要書類は契約時より 1ヶ月以内に速

やかに提出をお願います。また、当社に提出

する全ての情報は事実を申告しなければな

りません。会員様は当社のサービスの趣旨を

理解し、婚活を行うにあたり、当社から指示

を受けた事項について遵守し、他の会員のプ

ライバシーや個人情報の適正な保護に努め、

他の会員の心情に配慮し、意思を尊重して、

純粋に交際や結婚を目的とした健全な態度

で、誠実に活動しなければなりません。会員

様が会員義務に違反し、その行為が悪質であ

ると当社が判断した場合には、当社は会員を

除名することができるとともに、法的手続き

及びその程度に見合った合理性のある範囲

の損害賠償請求を行えるものとします。健全

なる婚活への協力をお願いいたします。」 
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 ベストブライダルサービスの回答（結果） 
会員が入会時に支払った費用の返還をしない

旨を定めており、解除に伴う損害賠償額の予

定又は違約金を定める条項である。 

除名となるのは、会員が会員義務に違反し、

その行為が悪質であるとベストブライダルサ

ービスが判断した場合に限られるものの、ベ

ストブライダルサービスが被る具体的な損害

とは関係なく、除名の時期や理由にかかわら

ず、一律に不返還と定めているので、ベスト

ブライダルサービスに生ずべき平均的な損害

の額を超えることは明らかである。 

よって、本条項の平均的な損害の額を超え

る部分は、消費者契約法９条１号に抵触し、

無効である。 

４ 契約書「１４．その他」❸【お見合い及び交

際における自己責任など】（３） 

 

「見合い及び交際成立後、男女双方は相手を

尊重した常識ある言動をして下さい。なお、

交際期間中及び成婚後における金銭及び交

際関係によるトラブルについては、当社が一

切責任負いません。」 

 

◆申入れ内容 

契約書「１４．その他」❸【お見合い及び

交際における自己責任など】（３）の第２文を、

消費者契約法８条１号及び３号に適合するよ

うに改めてください。 

 

◆申入れ理由 

本条項は、交際期間中及び成婚後における

金銭及び交際関係によるトラブルについて

は、ベストブライダルサービスが一切責任を

負わない旨を定めている。 

しかし、過去に他の会員とトラブルを起こ

したことのある会員が、ベストブライダルサ

ービスの故意・過失により、再度トラブルを

起こした場合などにも、ベストブライダルサ

ービスが一切責任を負わないのは、不当であ

る。 

本条項は、ベストブライダルサービスの債

次のとおり改訂された。 
 
「見合い及び交際成立後、男女双方は相手を

尊重した常識ある言動をして下さい。なお、

交際期間中及び成婚後における金銭及び交

際関係によるトラブルについては、まずもっ

て会員相互にて解決できるよう努めて下さ

い。」 
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 ベストブライダルサービスの回答（結果） 
務不履行又は債務の履行に際してされた不法

行為により会員に生じた損害を賠償する責任

の全部を免除する条項であり、消費者契約法

８条１項１号及び３号に抵触し、無効である。 

 
●本件においては、ベストブライダルサービスに対して申入れをしたところ、上部団体である良縁会

及び日本仲人連盟が定めているモデル規約のとおりの条項であるから問題ないという反論がされた

ため（上記対象条項の３及び４について）、上部団体である良縁会及び日本仲人連盟に対して要請を

行った。 
良縁会及び日本仲人連盟は、要請のとおりに規約の改訂を行い、そのことをベストブライダルサー

ビスに伝えると、ベストブライダルサービスも、良縁会及び日本仲人連盟が改訂したとおりに改訂を

行った。 
 
◆株式会社デンファレ（良縁会）に対する要請 

 Ｃネット東海の主な申入れ内容 良縁会の回答（結果） 
１ 規約９条６項 

 

「交際を終了した相手方に連絡をとること

やお会いになることは禁止します。 

その他、交際により問題が生じた場合は、

会員相互の責任において処理するものとし、

当相談所は一切の責任を負いません。」 

 

◆申入れ内容 

規約９条６項後段を、消費者契約法８条１

号及び３号に適合するように改めるよう要請

します。 

 

◆申入れ理由 

本条項は、交際により問題が生じた場合は、

結婚相談所が一切責任を負わない旨を定めて

いる。 

しかし、過去に他の会員とトラブルを起こ

したことのある会員が、結婚相談所の故意・

過失により、再度トラブルを起こした場合な

どにも、結婚相談所が一切責任を負わないの

は、不当である。 

本条項は、結婚相談所の債務不履行又は債

務の履行に際してされた不法行為により会員

に生じた損害を賠償する責任の全部を免除す

る条項であり、消費者契約法８条１項１号及

次のとおり改訂された。 
 
「交際を終了した相手方に連絡をとること

やお会いになることは禁止します。 

その他、交際により問題が生じた場合は、

まずもって会員相互にて解決できるよう努

めて下さい。」 
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 良縁会の回答（結果） 
び３号に抵触し、無効である。 

２ 規約１１条２項 

 

「万一、退会後に当該のお相手との結婚が判

明した場合は、規定の成婚料に加えて、調査

に要した興信所等の諸費用も支払う事を承

諾します。」 

 

◆申入れ内容 

規約１１条２項を、消費者契約法１０条に

適合するように改めるよう要請します。 

 

◆申入れ理由 

興信所等の調査費用は、調査の依頼内容に

よっては、高額になることもあり得るところ、

それを全部会員に負担させることは、相当因

果関係がない損害の賠償まで消費者にさせる

ことになる。 

よって、本条項は、相当因果関係がない損

害の賠償まで消費者にさせるものであり、法

令中の公の秩序に関しない規定の適用による

場合に比して消費者の義務を加重する条項に

該当し、かつ、民法１条２項に規定する基本

原則に反して消費者の利益を一方的に害する

ものといえ、消費者契約法１０条に抵触し、

無効である。 

次のとおり改訂された（ただし書が追加され

た。）。 
 
「万一、退会後に当該のお相手との結婚が判

明した場合は、規定の成婚料に加えて、調査

に要した興信所等の諸費用も支払う事を承

諾します。但し、お支払いいただく、調査に

要した興信所等の諸費用の上限は、金７０万

円とさせていただきます。」 

３ 規約１４条 

 

「・会員は、この規約に記載されている全て

の内容について、同意することを条件に入会

していただきます。 

・この規約の内容は、今後様々な事情に応じ

て任意に変更されることがありますが、当相

談所はその変更について必ずしも随時会員

にお知らせする事は致しません。会員には将

来の変更も含めて同意して頂きます。」 

 

◆申入れ内容 

規約１４条２番目の「・」を、民法５４８

条の４に適合するように改めるよう要請しま

す。 

次のとおり改訂された。 
 
「・会員は、この規約に記載されている全て

の内容について、同意することを条件に入会

していただきます。 

・当相談所は、以下の場合に、当相談所の裁

量により、この規約を変更することができま

す。 

（１）規約の変更が、会員の一般の利益に適

合するとき。 

（２）規約の変更が、変更をした目的に反せ

ず、かつ、変更の必要性、変更後の内容の相

当性、変更の内容その他の変更に係る事情に

照らして合理的なものであるとき。 

・当相談所は前項による規約の変更にあた
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 良縁会の回答（結果） 
 

◆申入れ理由 

本条項は、結婚相談所が規約の内容を任意

に変更でき、会員は将来の変更も含めて同意

する旨定めており、結婚相談所が規約の内容

を無制限に一方的に変更できる規定になって

いる。加えて、結婚相談所は変更の内容につ

き必ずしも会員に周知しない旨定めており、

結婚相談所は規約の変更の内容を必ずしも周

知する必要がない規定になっている。 

しかし、定型約款の変更について定める民

法５４８条の４は、定型約款の変更をするこ

とにより、変更後の定型約款の条項について

合意があったものとみなし、個別に相手方と

合意をすることなく契約の内容を変更するこ

とができるのは、定型約款の変更が、①相手

方の一般の利益に適合するときか、②契約を

した目的に反せず、かつ、変更の必要性、変

更後の内容の相当性、民法５４８条の４の規

定により定型約款の変更をすることがある旨

の定めの有無及びその内容その他の変更に係

る事情に照らして合理的なものであるときに

限られるとしており（同条１項）（実体要件）、

また、当該定型約款の変更をするときは、そ

の効力発生時期を定め、かつ、定型約款を変

更する旨及び変更後の定型約款の内容並びに

その効力発生時期をインターネットの利用そ

の他の適切な方法により周知しなければなら

ず（同条２項）、効力発生時期が到来するまで

に周知をしなければ、その効力を生じないと

している（同条３項）（手続要件）。 

よって、変更の内容に制限がなく、手続の

手当てもされていない本条項は、民法５４８

条の４が定める実体要件も手続要件も満たさ

ない場合にも規約の変更を有効としようとす

るものであり、強行規定である民法５４８条

の４に抵触し、無効である。 

り、変更後の規約の効力発生日の１か月前ま

でに、規約を変更する旨及び変更後の利用規

約の内容とその効力発生日を当社ウェブサ

イトに掲示する方法にて周知します。 

・変更後の規約の効力発生日以降に会員が本

サービスを利用したときは、会員は、規約の

変更に同意したものとみなします。」 
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◆株式会社日本仲人連盟対する要請 
 Ｃネット東海の主な申入れ内容 日本仲人連盟の回答（結果） 
１ 規約９条４項 

 

「４．トラブルについて 

お見合い相手、交際相手とのトラブルについ

ては自己責任とし、本会及び連盟は責任を負

わないものとします。」 

 

◆申入れ内容 

規約９条４項を、消費者契約法８条１号及

び３号に適合するように改めるよう要請しま

す。 

 

◆申入れ理由 

本条項は、お見合い相手、交際相手とのト

ラブルについては、結婚相談室及び日本仲人

連盟が責任を負わない旨を定めている。 

しかし、過去に他の会員とトラブルを起こ

したことのある会員が、結婚相談室又は日本

仲人連盟の故意・過失により、再度トラブル

を起こした場合などにも、結婚相談室及び日

本仲人連盟が一切責任を負わないのは、不当

である。 

本条項は、結婚相談室及び日本仲人連盟の

債務不履行又は債務の履行に際してされた不

法行為により会員に生じた損害を賠償する責

任の全部を免除する条項であり、消費者契約

法８条１項１号及び３号に抵触し、無効であ

る。 

次のとおり改訂された。 
 
「４．トラブルについて 

お見合い相手、交際相手とのトラブルについ

ては、本会又は連盟の故意又は過失による場

合を除き、本会及び連盟は責任を負わないも

のとします。」 

２ 規約１４条 

 

「以下の場合は、除名処分とすることがあり

ます。除名処分となった場合は、受領金は返

金しません。また除名処分となった会員が本

会に損害を与えた場合はその会員に対し損

害賠償を請求することができます。 

①会員規約に反したとき。 

②紹介相手及び本会と連盟に対して名誉と

信用を傷つけたとき 

③公序良俗法令に反する行為をしたとき 

④本会が規約に照らして会員として不適当

次のとおり改訂された（規約１４条柱書中段

が削除された。）。 
 

「以下の場合は、除名処分とすることがあり

ます。また除名処分となった会員が本会に損

害を与えた場合はその会員に対し損害賠償

を請求することができます。 

①会員規約に反したとき。 

②紹介相手及び本会と連盟に対して名誉と

信用を傷つけたとき 

③公序良俗法令に反する行為をしたとき 

④本会が規約に照らして会員として不適当
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 日本仲人連盟の回答（結果） 
と判断したとき」 

 

◆申入れ内容 

規約１４条柱書中段を、消費者契約法９条

１号に適合するように改めるよう要請しま

す。 

 

◆申入れ理由 

本条項は、会員が除名処分となった場合に、

受領金を返金しない旨を定めており、解除に

伴う損害賠償額の予定又は違約金を定める条

項である。 

除名となる事由には、結婚相談室が会員と

して不適当と判断したときなど、どのような

ケースがそれに該当するかが不明確なものも

含まれており、日本仲人連盟が被る具体的な

損害とは関係なく、除名の時期や理由にかか

わらず、一律に不返還と定めているので、日

本仲人連盟に生ずべき平均的な損害の額を超

えることは明らかである。 

よって、本条項の平均的な損害の額を超え

る部分は、消費者契約法９条１号に抵触し、

無効である。 

と判断したとき」 
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◆改善事例 私立大学に対する申入れ       

 
事業者名；学校法人大阪歯科大学 
事業内容：大学 
申入対象：入学検定料に関する条項 
対象条文：消契法１０条 
要請開始日：2025（令和 7）年 1 月 21 日 
要請終了日：2025（令和 7）年 5 月 20 日 
 
 Ｃネット東海の主な申入れ内容 大阪歯科大学の回答（結果） 

１ （入学検定料に関する条項） 
支払われた入学検定料は、いかなる場合も返金は

いたしません。 
 
◆申入れ内容 
本条項について、消費者契約法１０条に沿う形

に改定してください。 
◆申入れ理由 

事業者の運営する大学（以下、「本件大学」とい

う。）において、入学試験の出願手続きは、①出願

登録、②入学検定料の支払い、③出願書類の提出、

④出願書類の審査、⑤受験票の発行という流れで

行われることとされているところ、例えば、出願

者が入学検定料を支払い、出願書類を提出したに

も関わらず、本件大学が書類不備により受理せず

受験票を発行しなかった場合等でも、本件大学か

ら出願者に対しては入学検定料が返金されないこ

ととなる。 
本件大学における出願手続きにおいては、出願

者の出願書類の提出により受験契約の申込みがな

され、大学の受験票の発行により申込みの承諾が

なされて受験契約が成立するものと解されるとこ

ろ（東京地裁令和２年３月６日判決（平３０（ワ）

３８７７６号））、例示した場合においては、本件

大学による受験票の発行がなされず受験契約が成

立していないにも関わらず、入学検定料の返金が

行われないこととなる。 
この場合においては、出願者と本件大学との間

で受験契約が成立していない以上、出願者は本件

大学に対して支払い済みの入学検定料について不

次の通り改定された。 
 
（入学検定料に関する条項） 
受験票発行後は、支払われた入学検定料

は、いかなる場合も返金はいたしません。 
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 大阪歯科大学の回答（結果） 

当利得返還請求権（民法７０３条）を有するとこ

ろ、本条項はこれを制限するものであり、民法上

の規定に比して消費者の権利を制限する。 
また、出願書類の審査は、入試手続き全体の業

務・費用からみれば、割合としては小さいもので

あることから、一律に入学検定料を返金しないこ

とには合理性がなく、信義則（民法１条２項）に

反して消費者の利益を一方的に害するといえる。 
以上から、消費者契約法１０条によって無効。 
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◆改善事例 レンタカー会社の貸渡約款に対する申入れ  

事業者名：株式会社ガッツ・ジャパン 
事業内容：レンタカー会社 
申入対象：レンタカー貸渡約款・ご利用のご案内 
対象条文：消費者契約法３条１項１号、８条１項１号、同法９条１号、同法１０条 
申入開始日：2021（令和３）年４月 20 日 
申入終了日：2025（令和７）年８月 19 日 
 
 Ｃネット東海の主な申入れ内容 ㈱ガッツ・レンタカーの回答（結果） 

１ 
 

２０１９．１１．１改訂貸渡約款（以下「旧貸渡

約款」という。） 
・第１８条（違法駐車の場合の措置等）「運転者」 
・第１９条（返還責任）「運転者」 
・第２０条（返還時の確認等）「運転者」 
・第２１条（借受期間変更時の貸渡料金）「運転者」 
・第２２条（返還場所等）「運転者」 
・第２３条（不返還となった場合の措置「運転者」 
・第２７条（使用不能による貸渡契約の終了）「運

転者」 
・第２８条（賠償及び営業補償）「運転者」 
・第２９条（保険及び補償）「運転者」 
・第３３条（相殺）「運転者」 
・第３５条（消費税）「運転者」 
・第３６条（遅延損害金）「運転者」 
◆申入れ内容 

 本約款の全体にわたり、契約当事者ではない「運

転者」が約款上の様々な義務を負う旨が定められ

ているため、「運転者」との文言を削除してくださ

い。 
◆申入れの理由 

約款（契約）上の債務を負うのは、契約内容に

合意した契約当事者に限られ、契約当事者でない

者は、約款上の債務を負わない。レンタカー貸渡

約款の性質上、「運転者」に一定の義務がある旨を

規定することが必要な場面もあるが、少なくとも

上記各条項について、契約当事者ではない「運転

者」に対し、約款上の支払義務を負わせたり、そ

の権利を制限しているかのような記載がなされて

いることは不適当である。 

一部、「運転者」との文言が削除された。 
・第２０条（返還時の確認等）「運転者」 
・第２１条（借受期間変更時の貸渡料金）

「運転者」 
・第２２条（返還場所等）「運転者」 
・第３３条（相殺）「運転者」 
・第３５条（消費税）「運転者」 
・第３６条（遅延損害金）「運転者」 
なお、以下の条項については、改訂されな

かった。事業者の回答をまとめると、次の

とおりである。 
「・第１８条（違法駐車の場合の措置等） 
 駐車違反行為を行った運転者自身が責

任を負うべきなのは当然である 
・第１９条（返還責任） 

 借受人との契約が失効すれば運転者も

占有権限を失い自動車を返還すべき状態

となる 
・第２３条（不返還となった場合の措

置） 
借受期間が完了したにも関わらず運転

者が自動車を占有したまま所在不明にな

った場合等に適用する必要がある 
・第２７～２９条（使用不能による貸渡

契約の終了・賠償及び営業補償・保険及び

補償） 
 運転者の故意又は過失によって自動車

が使用不能となった場合や、事業者ないし

第三者に損害を与えた場合に、運転者は、

事業者ないし第三者に対し、不法行為責任

を負う」 
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 ㈱ガッツ・レンタカーの回答（結果） 

２ 旧貸渡約款第１９条第２項（返還責任） 

２． 借受人又は運転者が前項の規定に違反した

ときは、当社に与えた一切の損害を賠償するもの

とします。 

◆申入れ内容 

 消費者契約法第１０条に適合するように改めて

ください。 
◆申入れの理由 

民法上、債務不履行による損害賠償責任を負う

損害の範囲は、当該債務不履行により通常生ずべ

き損害である「通常損害」を原則とし、債務者に

おいて特別の事情を予見し得た場合にのみ、その

特別の事情により生じた「特別損害」をも対象と

すると理解されているところ、本約款第１９条第

２項は、「当社に与えた一切の損害を賠償する」と

規定しているため、「通常損害」だけでなく「特別

損害」についても損害賠償責任を負わせるものと

解されるから、消費者契約法第１０条に違反して

無効。 

以下のとおり、改訂されることとなった。 
「借受人又は運転者が前項の規定に違反

したときは、借受人は、これにより当社に

与えた損害を賠償するものとします。」 

３ 旧貸渡約款第２０条第２項（返還時の確認等） 

２．借受人又は運転者は、レンタカーの返還にあ

たって、レンタカー内に借受人若しくは運転者又

は同乗者の遺留品がないことを確認して返還する

ものとし、当社は、レンタカーの返還後において

は、遺留品について保管の責を負わないものとし

ます。 

◆申入れ内容 

 消費者契約法第１０条に適合するように改めて

ください。 
◆申入れの理由 

民法上、遺留品（遺失物）といえども、第三者

が勝手に他人物を処分することは許されず、本条

項の定めは、消費者契約法第１０条に違反して無

効。 

以下のとおり、改訂されることとなった。 
「借受人又は運転者は、レンタカーの返還

にあたって、レンタカー内に借受人若しく

は運転者又は同乗者の遺留品がないこと

を確認して返還するものとします。尚、レ

ンタカーの返還後に遺留品が発見された

場合、当社は借受人に対し、遺留品の引取

りについて連絡します。当社からの連絡後

７日を経過しても借受人からの引取りの

申し出がない場合、当社は当該遺留品の保

管の責めを負わないものとします。」 

４ 旧貸渡約款第２７条第３・４・６項（使用不能に

よる貸渡契約の終了） 

「３． 故障等が貸渡し前に存した瑕疵による場合

は、新たな貸渡契約を締結したものとし、借受人

は当社から代替レンタカーの提供を受けることが

できるものとします。なお、代替レンタカーの提

以下のとおり、改訂されることとなった。 
「４．借受人が前項の代替レンタカーの提

供を受けないときは、貸渡契約は終了する

ものとします。この場合、契約期間残存分

に相当する貸渡料金の返還を行います。」 
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 ㈱ガッツ・レンタカーの回答（結果） 

供条件については、第５条第２項を準用するもの

とします。  
４． 借受人が前項の代替レンタカーの提供を受け

ないときは、貸渡契約は終了するものとします。

なお、契約終了時に貸渡料金の返還は行わないも

のとします。  
６． 借受人及び運転者は、本条に定める措置を除

き、レンタカーを使用できなかったことにより生

ずる損害について当社に対し、本条に定める以外

のいかなる請求もできないものとします。」。 

ご利用のご案内 

「レンタカー料金は如何なる理由に関わらずご返

金はいたしかねます。」 

◆申入れ内容 

 消費者契約法第８条第１項第１号 ・第３号、同

法第１０条に適合するように改めてください。 
◆申入れの理由 

本約款第２７条第６項は、民法上、消費者の事

業者に対する債務不履行又は不法行為に基づく損

害賠償請求権が発生する場合であっても、これを

行使することを一切認めない趣旨と解されること

から、消費者契約法第８条第１項第１号・第３号

に反する。 
また、民法上、消費者は、債務不履行による解

除ができる場合であれば、原状回復請求により、

既払金の返還を求めることができるところ、本約

款第２７条第４項は、消費者による既払金の返還

を認めていないため、消費者契約法１０条に違反

して無効。 

なお、第６項について、事業者の当初の

回答では全文削除するとの回答であった

が、２０２４年７月１７日付の回答におい

ては、削除としていた回答を改め、「借受

人及び運転者は、本条に定める措置を除

き、レンタカーを使用できなかったことに

より生ずる損害について当社に対し、本条

に定める以外のいかなる請求もできない

ものとします。ただし、故障等が当社の故

意又は重大な過失により生じた場合を除

きます。」との内容に変更された。 
ご利用のご案内中の「レンタカー料金は

如何なる理由に関わらずご返金はいたし

かねます。」との記載は、削除された。 

５ 旧貸渡約款第２８条（賠償及び営業補償） 

１． 借受人又は運転者は、借受人又は運転者が借

り受けたレンタカーの使用中に第三者又は当社に

損害を与えたときは、その損害を賠償するものと

します。ただし、当社の責に帰すべき事由による

場合を除きます。  
２． 前項の当社の損害のうち、事故、盗難、借受

人又は運転者の責に帰すべき事由による故障、レ

ンタカーの汚損・臭気等により当社がそのレンタ

カーを利用できないことによる損害については料

金表に定めるところにより損害を賠償し、又は営

旧貸渡約款第２８条につき、以下のとお

り、改訂されることとなった。 
「１．借受人は、借り受けたレンタカーの

使用に関し、借受人又は運転者が当社のレ

ンタカー（第３６条の規定に基づく代理貸

渡しを受けているレンタカーを含みま

す。）に損害を与えたときは、その損害を

賠償するものとします。ただし、借受人及

び運転者の責めに帰すことができない事

由による場合を除きます。」 
「３．借受人又は運転者は、借り受けたレ
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 ㈱ガッツ・レンタカーの回答（結果） 

業補償をするものとし、借受人又は運転者はこれ

を支払うものとします。 
ご利用のご案内  
【ノンオペレーションチャージ】  
万が一レンタカーをご利用中に、当店の責任によ

らない事故…が発生し、車両の修理・清掃が必要

となった場合、営業補償の一部として下記金額を 
ご負担いただきます。自走して予定の営業所に返

却された場合・・・３０，０００円、自走不可能

な場合・・・５０，０００円  
※自走不可能な場合のレンタカー代（当社指定工

場まで）は借受人負担となります。 

◆申入れ内容 

 消費者契約法第１０条に適合するように改めて

ください。 
◆申入れの理由 

民法上、消費者に故意・過失が認められない場

合には、仮に第三者や事業者に損害が発生したと

しても、消費者が損害賠償責任を負うことはなく、

事業者に現実の営業損害が発生しない場合には、

事業者は、消費者に対し、損害賠償請求をするこ

とができないところ、本約款第２８条及びご利用

のご案内では、消費者に故意がなく、 無過失の場

合にも損害賠償責任を負わせ、事業者に現実の損

害が発生しない場合であっても、ノンオペレーシ

ョンチャージを負担させることを許容するものと

なっているため、消費者契約法１０条に違反して

無効。 

ンタカー（第３６条の規定に基づく代理貸

渡しを受けているレンタカーを含みま

す。）の使用に関し、借受人又は運転者の

故意又は過失によって第三者又は当社に

損害を与えたときは、その損害を賠償する

ものとします。」 
 
なお、ご利用のご案内【ノンオペレーショ

ンチャージ】については、改訂されなかっ

た。事業者の回答の要旨は、次のとおりで

ある。 
「借受人ないし運転者の故意又は過失に

よって貸出車両が使用不能となった場合

に当社に発生する休車損害はケースバイ

ケースで、ここに定める金額より少額で済

む場合もあれば多額になる場合もあり、損

害算定に多くの時間を要すると、事業者と

借受人との間の紛争が無用に長期化する

おそれがあることなどを踏まえて規定し

ているため、消費者の利益を一方的に害す

るものとはいえず、消費者契約法１０条に

は違反しない。」 

６ 旧貸渡約款第３０条（貸渡契約の解除） 

当社は、借受人又は運転者が使用中にこの約款

に違反した時、又は第９条第１項各号のいずれか

に該当することとなったときは、何らの通知、催 
告を要せずに貸渡契約を解除し、直ちにレンタカ

ーの返還を請求することができるものとします。

この場合、当社は受領済の貸渡料金を借受人に返 
還しないものとします。 

 
２０２２．１０．０１改訂貸渡約款 第３２条（貸

渡契約の解除）・第３３条（同意解約）・同ご利用

のご案内【同意解約及び解約手数料】 

以下のとおり改訂された。 
「当社は、借受人又は運転者が使用中にこ

の約款に違反したとき、又は第９条第１項

各号のいずれかに該当することとなった

ときは、何らの通知、催告を要せずに貸渡

契約を解除し、直ちにレンタカーの返還を

請求することができるものとします。 
この場合、当社は、受領済の貸渡料金から、

貸渡しから解除までの期間に対応する貸

渡料金を差し引いた残額を借受人に変換

するものとします。また、借受人は第３３

条第２項に定める解約手数料を当社に支
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 ㈱ガッツ・レンタカーの回答（結果） 

第３２条（貸渡契約の解除） 
当社は、借受人又は運転者が使用中にこの約款に

違反したとき、又は第９条第１項各号のいずれか

に該当することとなったときは、何らの通知、催

告を要せずに貸渡契約を解除し、直ちにレンタカ

ーの返還を請求することができるものとします。

この場合、当社は、受領済の貸渡料金から、貸渡

しから解除までの期間に対応する貸渡料金を差し

引いた金額原文
マ マ

を残額を借受人に返還するものと

します。また、借受人は第３３条第２項に定める

解約手数料を当社に支払うものとします。 
２ 借受人は、前項の解除に該当したときは、当社

に生じた損害を支払うものとします。 
第３３条（同意解約） 
借受人は、使用中であっても、当社の同意を得て

次項に定める解約手数料を支払った上で貸渡契約

を解約することができるものとします。この場合、

当社は、受領済の貸渡料金から、貸渡しから返還

までの期間に対応する貸渡料金を差し引いた残額

を借受人に返還するものとします。 
２ 借受人は、前項の解約をするときは、別に定め

る解約手数料を当社に支払うものとします。 
ご利用のご案内【同意解約及び解約手数料】 
同意解約される場合、返却前に当店へご連絡いた

だき了承を得た上でご返却ください。この場合、

未利用期間の貸渡料金はご返金いたしますが、別

途解約手数料をいただきます。なお、貸渡し時に

２４時間以内でのご契約の場合は、差額をご返金

いたしかねます。  
解約手数料 〔（貸渡契約期間に対応する貸渡料金）

―（貸渡しから返還までの期間に対応する貸渡料

金）〕×５０％  
※配送料金に関しては返金の対象外とします。 

◆申入れ内容 

 消費者契約法第９条第１号、同法第１０条に適

合するように改めてください。 
新約款第３２条・同第３３条・ご利用のご案内

記載の「解約手数料」 につき、消費者契約法第９

条第１号に適合するよう改めてください。  

払うものとします。」 
「ご利用のご案内 
 解約手数料 
 ｛（貸渡契約期間に対応する貸渡料金）

－（貸渡しから返還までの期間に対応する

貸渡料金）×５０％｝」 
「※配送料金に関しては返金の対象外と

します。」との一文は削除された。 
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 ㈱ガッツ・レンタカーの回答（結果） 

また、新約款ご利用のご案内記載の「配送料金」

について、消費者契約法第３条第１項第１号に基

づき、意義を明確にしてください。 
◆申入れの理由 

本約款第３０条は、事業者が契約を解除した場

合に、本来、事業者は、解除に伴う原状回復とし

て、貸渡料金の全部又は一部の返還をしなければ

ならないのに、これを一切しないと規定しており、

実質的には違約金を定めた条項と評価できるとこ

ろ、事業者による契約解除の事由・時期等の区分

にかかわらず、一切貸渡料金を 返金しないとする

のは、平均的な損害を超える定めとして、無効（例

えば、レンタカーの契約期間は、数時間・１日等

の短期間のこともあれば、１週間～１か月等の長

期間に及ぶこともあり、契約期間が長期間に及ぶ

場合には、契約解除後の残存期間も長く、他の顧

客に当該車両を貸し出し、転用することも可能で

ある。）。 
また、民法上、消費者は、解除に伴う原状回復

請求により、既払金の返還を求めることができる

のに、本約款第３０条は、消費者による既払金の

返還を認めていないため、消費者契約法第１０条

に違反して無効。 
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◆改善事例  株式会社 Coo＆RIKU 東日本に対する申入れ       

 
事業者名；株式会社 Coo＆RIKU 東日本 
事業内容：ペット販売業 
申入対象：譲渡犬猫ペットフード定期購入サービス利用規約 
対象条文：消契法３条１項１号、８条１項１号、３号、１０条、民法５４８条の４第２項、 
申入開始日：２０２５（令和７）年２月１８日 
申入終了日：２０２５（令和７）年９月３０日 
 
 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 

１ ８ 本サービスの中止、中断 

当社は、次の各号に該当する場合、会員さまに事

前に通知せず、本サービスの提供を中止または中

断できるものとします。この場合に会員さまに生

じた損害（逸失利益を含む）について、当社は一

切責任を負わないものとします。（ただし、第２号

及び第３号については謄写に故意又は重大な過失

がある場合はこの限りではありません。） 

（１）戦争…、停電その他の非常事態により、本

サービスの提供が通常どおりできなくなった場合 

（２）本サービスの運営が困難な重大な事由が生

じたとき 

（３）その他、当社が本サービスの運営上、一時

的な中断が必要と判断した場合 

 

◆申入れ内容 

本条項（２）（３）につき、削除するか、消費者

契約法８条１項１号・３号に適合するように改め

て下さい。 
◆申入れ理由 

 両条項とも、事業者に過失ある場合にも免責を

認めるものであるため。 

 

（２）（３）は削除された。 
 

２ ９ 本サービスの変更、終了 

（１）当社は、会員さまに事前に通知せず、本サ

ービスの内容又は本サービス提供条件の変更（対

象商品の変更、お届け日の変更などを含みますが

これらに限られません）を行うことがあり、また

は本サービスを停止または終了することがありま

す。 

（１）につき、「事前に通知の上」と変更さ

れた。 
（２）につき、削除された。また、（３）に

「但し、当社による過失によるものは除き

ます」が付加されて、（２）とした。 
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 

（２）当社は、事項の変更により会員さまに損害

（逸失利益を含みます）が生じた場合でも、これ

らについて一切責任を負わないものとします。 

 

◆申入れ内容 

（１）につき、削除するか、消費者契約法１０条

に適合するように条項を改めてください。 

（２）につき、削除するか、消費者契約法８条１

項１号・３号に適合するように改めて下さい。 

 

◆申入れ理由 

（１）は事業者の債務を一方的に事業者が放棄す

ることができる条項のため、消契法 10 条に該当す

る。 

（２）は、事業者に過失がある場合でも免責を認

める条項であるため。 

 

３ １０ 本規約の変更 

当社は、会員さまに事前に通知せず、本規約の内

容を変更する場合があります。変更した内容は、

当社ウェブサイトへ掲載することにより、即時に

効力を生ずるものとします。 

 

◆申入れ内容 

削除するか、民法５４８条の４第２項に適合する

よう改定してください。 

 

◆申入れ理由 

定型約款の変更の効力発生要件を定める民法５４

８条の４第２項は、変更内容について相手方の利

益に適合すること等を要件とするほか、変更の効

力発生時期を定めた上で、その変更内容と効力発

生時期を適切な方法により、約款の変更前に周知

しなければならないとしている。 

 

「会員さまに事前に通知の上」に変更され

た。 

４ １２ 合意管轄 

会員さまと当社の間で、本サービスまたは本規約

に関連して訴訟の必要が生じた場合、当社の本社

所在地を管轄する地方裁判所を第一審の専属的合

意管轄裁判所とします。 

専属的を削除 
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 

 

◆申入れ内容 

専属的との文言を削除してください。 

 

 

◆申入れ理由 

事業者は、全国にペットショップＣＯＯ＆ＲＩＫ

Ｕを２００店舗以上展開しており、日本全国の顧

客との間で紛争が生じる可能性があるにもかかわ

らず、本規約により、他の管轄を排除して東京地

方裁判所を専属管轄とするものとなっているた

め。 

 

５ ６ 解約について 

本サービスを途中解約することはできません。譲

渡にあたり本サービスは付帯条件となっており、

健全な飼育環境の一環、飼育状況確認を含んでお

ります。万が一、飼育生体の事故・死亡等に関し

ましては、カスタマーサービスセンターまでご相

談ください。 

 

◆申入れ内容 

「本サービスを途中解約することはできない」を

削除し、契約書上、事業者の運用が明らかになる

ように改訂してください。 

 

◆申入れ理由 

 事業者の運用では、例外なく途中解約を認めな

い運用ではないとのことであったが、本条項から

はそれが読み取れず、明確性に欠けるため（消契

法３条１項１号）。 

生体の死亡や獣医師の指示がある場合に

は解約することを認めることが明記され

た。 
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◆改善事例★ いびがわマラソン実行委員会に対する申入れ         

 
事業者名；いびがわマラソン実行委員会事務局 
事業内容：マラソン大会運営 
申入対象：マラソン大会申込規約 
対象条文：消契法８条１項１号２号４号，３項、１０条 
申入開始日：2025（令和 7）年 6 月 17 日 
申入終了日：2025（令和 7）年 9 月 24 日 
 
 

Ｃネット東海の主な申入れ内容 
いびがわマラソン実行委員会事務局の回答

（結果） 
１ １．大会中の事故、紛失、傷病等について 

⑵ 私は、大会開催中に傷病が発生した場合、

応急手当を受けることに異議ありません。その

方法、経過等について、主催者の責任を問いま

せん。 

◆申入れ内容 

 消費者契約法８条１項１号及び３号の趣旨に

沿うように改定申入れ。 

◆申入れ理由 

実行委員会が競技者に対して安全配慮義務を

負うところ、実行委員会の規約は、競技者に傷

病が発生した場合に応急手当を行うものの、そ

の方法、経過等について責任を負わないことに

なり、消費者契約法８条によって無効になるた

め。 

 
「⑵ 大会開催中の傷病の発生に備えて、主催

者は、救護医療体制を構築し、適宜適正な処置

を取ります。」 
という内容に改訂された。 
 
 
 
 
 

２  ⑸ 私は、大会開催中の事故・傷病への補償

は主催者が加入した保険の範囲内であること

を了承します。 

 ⑹ 私は、大会開催中の事故、紛失、傷病等

に関し、主催者の責任を免除し、損害賠償等の

請求を行いません。 

◆申入れ内容 

消費者契約法８条１項２号及び４号、８条３

項及び１０条の趣旨に沿うように改定申入れ。 
◆申入れ理由 

実行委員会の故意又は重過失によって生じた

事故や傷病で競技者に損害が生じた場合でも、

損害賠償義務を免れ、その補償の範囲を主催者

が加入している保険の範囲内に限定しているこ

⑸を以下のように改定、⑹は削除された。 
「⑸ 私は、大会開催中の事故、疾病、紛失等

への補償は、主催者が加入した保険の範囲内で

あることを了承します。ただし、主催者に故意

又は重大な過失がある場合には、この限りでは

ありません。」 
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Ｃネット東海の主な申入れ内容 

いびがわマラソン実行委員会事務局の回答

（結果） 
とや、実行委員会の軽過失による事故や傷病の

場合における免責規定もその過失の内容次第で

は消費者契約法８条１項２号・４号によって無

効となり、保険の内容によっては消費者契約法

１０条により無効となるため 
 

３ ２．地震・風水害等による大会の中止・縮小に

ついて 

本コースは雨量規制区間内を走行します。雨量

規制により中止があるほか、落石・地震・風水

害・降雪・事件・事故・スト・テロ等により、

中止となることがあります。 

また、大会主催者、または施設運営者が、ラン

ナー・ボランティアの安全確保が難しいと判断

した場合、開催中であっても大会を縮小・中止

する場合もあります。 

また、参加料は、上記によりやむを得ず縮小・

中止になった場合も含め、いかなる場合におい

ても返金はしません。 

◆申入れ内容 

消費者契約法１０条の趣旨に沿うよう申入

れ。 
◆申入れ理由 

大会を中止した場合には、原則として、民法

上の危険負担により実行委員会に参加料の返還

義務があるにもかかわらず時期を問わずに一律

に参加料を返還しない内容となっていること、

また、実行委員会の都合で大会を中止した場合

には債務不履行に基づく損害賠償義務があるに

もかかわらず一切参加料を返還しない内容であ

り、消費者契約法１０条により無効であるため。 

「本コースは雨量規制区間内を走行します。雨

量規制により中止になる場合があるほか、落

石・地震・風水害・降雪・事件・事故・スト・

テロ等により、中止となることがあります。 
また、大会主催者、または施設運営者が、ラ

ンナー・ボランティアの安全確保が難しいと判

断した場合、開催中であっても大会を縮小・中

止する場合もあります。 
 また、参加料は、上記によりやむを得ず中止

になった場合、中止を決定した時点で実際にか

かった費用等を勘案して返金の有無、金額等を

決定し、返金が生じた場合は、次の各号に相当

する金券等を送付します。 
①2025 年 6 月 30 日までに大会中止が決定し

た場合 参加費の 70％以上（中止を決定した

時点で実際にかかった費用等を勘案して決定

する。） 
②2025 年 8 月 31 日までに大会中止が決定し

た場合 参加費の 30％ 
③2025 年 9 月 30 日までに大会中止が決定し

た場合 参加費の 10％ 
④2025 年 10 月 1 日以降に大会中止が決定し

た場合 参加費は返金しない。」 
との内容に改訂された。 
 

４ ３．虚偽申告・代理出走の禁止および申込み後

の変更キャンセルの禁止について 

⑵ 私は自己都合による申込後の種目変更、キ

ャンセルはしません。また、過剰入金・重複入

金の返金請求はしません。 

◆申入れ内容 

消費者契約法１０条の趣旨に沿うよう改定申

入れ。 

 
 
「⑵ 私は自己都合による申込後の種目変

更、キャンセルはしません。」に改訂され、

「過剰入金・重複入金の返金請求はしませ

ん」は削除された。 
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Ｃネット東海の主な申入れ内容 

いびがわマラソン実行委員会事務局の回答

（結果） 
◆申入れ理由 

実行委員会は過剰入金・重複入金を行った応

募者に対し、不当利得返還義務を負うにもかか

わらず、規約内容は、返金しないとなっており、

消費者契約法１０条により無効となるため。 
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◆改善事例 株式会社ファーマフーズに対する申入れ  

 
事業者名：株式会社ファーマフーズ 
事業内容：健康食品販売 
申入対象：商品広告ウェブサイト 
対象条文：薬機法６６条１項、厚労省医薬品等適正広告基準、景表法５条１号 
 
申入開始日：２０２５（令和７）年４月２２日 
申入終了日：２０２５（令和７）年９月３０日 
 
 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 

 
１ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（商品広告ウェブサイト） 

下記のサイトにおける、「原因からしっかり改善」

「10秒治療法」「速攻治療薬」「坐骨神経痛に効く

トリプルアプローチ」「痛み・しびれを内側から

しっかり治してくれる」「効果は当然。明治薬品

のこだわり」「坐骨神経痛に効いてツラい痛み・

しびれを治してくれる」等の表示。 

記 

https://sb-hasu.myown-page.com/ab/hasu-m3-

01q-le03?2uGo7n21Uv 

 

◆申入れ内容 

 表示をやめるか、サイトを削除してください。 

 

◆申入れ理由 

(1)薬機法 66条 1 項 

 薬機法第 66条第 1項は、「何人も、医薬品（中

略）の（中略）効能、効果又は性質に関して、明

示的であると暗示的であるとを問わず、虚偽又は

誇大な記事を広告し（中略）てはならない。」と

規定し、同条第 2項では、医薬品の効能、効果又

は性能について、「医師その他のものがこれを保

証したものと誤解されるおそれがある記事を広

告し、記述し、又は流布することは、前項に該当

するものとする。」と規定している。 

 また、このような法律の規定に関連して、厚労

省医薬・生活衛生局長が平成２９年９月２９日付

通達（薬生発０９２９第４号）で示している医薬

品等適正広告基準の、「第４ 基準」「３ 効能効

 
対象の広告サイトは申入れ時点で使用

されていない旨の回答がなされた。 
  
 申入れ事項の一部（「10 秒治療法」との

表現）について、今後同様の広告を使用す

る場合には、修正して使用する旨の回答が

なされた。 
 すなわち、当該表示は、「1 日 1 回 10 秒

治療法」であり、服用にかかる時間を表示

したものであって、効能効果に関する表示

ではないから、Ｃネット東海の指摘は当た

らないが、今後使用する場合は、より分か

りやすくするため、服用にかかる秒数であ

ることが分かるような注釈を追記すると

のことであった。 
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

果、性能及び安全性関係」では、次のような定め

がある。 

（５）効能効果又は安全性を保証する表現の禁止 

医薬品等の効能効果等又は安全性について、具体

的効能効果等又は安全性を適示して、それが確実

である保証をするような表現をしてはならない。 

（６）効能効果等又は安全性についての最大級の

表現又はこれに類する表現の禁止 

 医薬品等の効能効果又は安全性について、最大

級の表現又はこれに類する表現をしてはならな

い。 

 以上の規定等を前提とすると、上記サイトに表

示された内容は、ハスＶの効能効果について、坐

骨神経痛に対する効能効果を保証する内容、また

はそれを誤解させる内容になっているものと思

料する。また、「１０秒治療」「速攻治療薬」など

の表示は、効能効果について最大級の表現、又は

これに類する表現に該当するものと思料する。 

 

(2)景表法 5条 1号 

 景表法第５条第１号は、事業者が、自己の供給

する商品・サービスの取引において、その品質、

規格その他の内容について、一般消費者に対し、 

①実際のものよりも著しく優良であると示すも

の 

②事実に相違して競争関係にある事業者に係る

ものよりも著しく優良であると示すもの 

であって、不当に顧客を誘引し、一般消費者によ

る自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれが

あると認められる表示を禁止している（優良誤認

表示の禁止）。 

 サイトに表示された内容は、ハスⅤの効能効果

について、どのような顧客に対しても、速やかに

効果が生ずるかのように一般消費者が感得する

可能性が高いと考えられることから、実際のもの

よりも著しく優良であると示すものとして、優良

誤認表示に該当し、景表法に違反するものと思料

する。 
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◆改善事例  株式会社メニコンに対する申入れ       
 
事業者名：株式会社メニコン 
事業内容：コンタクトレンズの販売等 
申入対象：免責条項、損害賠償制限条項、利用規約変更条項、パンフレットと本規約の優先関係に関

する条項 

対象条文：消契法８条１項２号、４号、３項、１０条 
申入開始日：２０２５（令和７）年４月２２日 
申入終了日：２０２５（令和７）年１０月２１日 
 
 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 

１ ・免責条項 

本プランの利用に関連して会員が被った損害に

つき、当社の責めに帰すべき事由による責任を負

う場合には、当社は、会員が現実に発生した直接

かつ通常の損害に限り、これを賠償する責任を負

うものとし、特別な事情から生じた損害について

は責任を負いません。 

◆申入れ内容 

消費者契約法８条１項２号、４号、３項に適合

するよう改訂してください。 
◆申入れ理由 

 上記規約は、責めに帰すべき事由により消費者

に発生した損害について、消費者に現実に発生し

た直接かつ通常の損害に限り賠償すると定めて

その損害賠償の範囲を限定しており、消費者契約

法８条１項２号、４号に違反している。 

また、上記規約は、「当社の責に帰すべき事由

による場合」における責任は、重大な過失を除く

過失による行為にのみ適用されることを明らか

にしていないことから、消費者契約法８条３項に

違反している。 

以下の規定に改訂された。 
本プランの利用に関連して会員が被っ

た損害につき、当社の責めに帰すべき事由

による責任を負う場合には、当社は、会員

が現実に発生した直接かつ通常の損害に

限り、これを賠償する責任を負うものと

し、特別な事情から生じた損害については

責任を負いません。ただし、当社の故意又

は重過失に起因する場合を除きます。 

 

２ ・損害賠償制限条項 
前項に基づき賠償責任を負う場合であっても、

当社が金銭的賠償に代えて本プラン内での補償そ

の他の措置をとることができます。 
◆申入れ内容 
 上記規約を削除してください。 
◆申入れ理由 
 上記規約は、金銭的賠償に代えてプラン内での

補償その他の措置をとることができるとしている

ものの、その具体的な内容が定められておらず、

以下の規定に改訂された。 
前項に基づき賠償責任を負う場合であっ

ても、当社が金銭的賠償に代えて本プラン

内での補償その他の措置（以下、「補償措

置」といいます）をとることができます。 
ただし、会員が人身損害その他補償措置に

よって回復できない損害を被った場合は

この限りではない。 
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 

消費者は金銭的賠償に代わる補償内容を選択した

ことも、金銭的賠償に代わる補償内容について具

体的な合意をしたこともないことから、「別段の意

思表示」などされていないというべきであり、民

法よりも消費者に不利な内容であるといえる。 

また、上記規約は、消費者が、仮に商品により

人身損害を生じた場合であっても、金銭的賠償を

行わない選択を行うことや損害の内容に係わるこ

となく無制限に代替補償を行うことを可能にして

いるため、人身傷害が生じてしまった消費者は、

会社の選択によって損害賠償を行うことが全くで

きなくなり、このような規約は消費者の利益を一

方的に害している。 

したがって、上記規約は、消費者契約法１０条

に違反している。 
３ ・利用規約変更条項 

当社は、１日以上の予告期間を設け、当社ホー

ムページにおいて変更後の本規約の内容を周知す

ることにより、いつでも本規約の内容を変更する

ことができるものとし、当該予告期間経過後は、

変更後の本規約の内容が適用されるものとしま

す。 

◆申入れ内容 

上記規約を削除するか、民法５４８条の４に適

合するよう改訂してください。 

◆申入れ理由 

 上記規約によると、ホームページで周知するこ

とで、いつでも本規約の内容を変更できるとして

いますが、変更内容に制限がない点で、民法５４

８条の４第１項に違反している。 

 また、上記規約は、１日前に周知をすることで、

規約を変更できるとしていますが、民法５４８条

の４第２項は、定型約款の変更にあたって効力発

生時期を定めたうえで周知することを求めている

ことからすると、１日前の周知は予告期間を設け

ていないのと実質的には変わらないものであり、

上記規約は、民法５４８条の４第２項に違反して

いる。 

 民法５４８条の４は、強行法規であり、仮に当

事者間の合意があったとしても、上記規約は、強

行法規違反として無効である。 

 

以下の規定に改訂された。 
当社は、会員の同意が法令上要求される

場合を除き、本規約を変更する旨及び変更

後の内容並びに効力発生時期を当社ホー

ムページその他適切な方法により周知す

ることで、会員の同意なく本規約を変更す

ることができ、効力発生時期以降は改定後

の本規約が適用されるものとします。 
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 

４ パンフレットと本規約の優先関係に関する条項 

◆申入れ内容 

当社が提供する本プランのうち、第３条各号に

定めるサービスについては、本規約とは別に利用

規程（パンフレット・リーフレット等の各種ツー

ル類及び加盟施設用手続きマニュアル等を指し

ます。）を定めることができるものとし、利用規

程と本規約との間に抵触が生じた場合は、利用規

程が優先して適用されます。 

◆申入れ理由 

 上記の利用規定には、加盟施設のマニュアルな

ども含まれるとされており、消費者には開示され

ていないものも含まれるものと思料される。 

消費者契約法１０条は、「消費者の不作為をもっ

て当該消費者が新たな消費者契約の申込み又はそ

の承諾の意思表示をしたものとみなす条項その他

の法令中の公の秩序に関しない規定の適用による

場合に比して消費者の権利を制限し又は消費者の

義務を加重する消費者契約の条項であって、民法

第一条第二項に規定する基本原則に反して消費者

の利益を一方的に害するものは、無効とする。」と

定めており、利用規定と本規約に抵触が生じた場

合に利用規定が優先するとした場合、消費者は開

示されていない利用規程が一方的に適用され不

利益を被る可能性が有り、これが消費者に対する

不意打ちとなり、消費者の権利が制限され、消費

者の利益が一方的に害されることとなる。 

また、消費者契約法第３条１項２号は、消費者

契約の締結について勧誘をするに際して、消費者

の権利義務その他の消費者契約の内容について

の必要な情報を提供することに努めなければな

らないとされています。利用規程は、適用される

場合には消費者契約の内容そのものとなるので、

消費者に事前に開示するなどして、情報提供をす

ることが求められている。 

そのため、消費者契約法第１０条及び同法３条

１項２号の趣旨に鑑み、本規約に優先して利用規

約を適用する場合には、消費者に対して事前に利

用規程を開示することを求める。 

以下の規定に改訂された。 
当社が提供する本プランのうち、第３

条各号に定めるサービスについては、本

規約とは別に利用規程（パンフレット・リ

ーフレット等を指します。）を定めること

ができるものとし、利用規定は本規約の

一部を構成するものとします。利用規程

と本規約との間に抵触が生じた場合は、

本規約が優先して適用されます 
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◆改善事例 フィットネス・ジムに対する申入れ       
事業者名：株式会社ＦＩＴ ＰＬＡＣＥ 
事業内容：フィットネス・ジム 
申入対象：利用規約及びホームページ表示の是正 
申入開始日：２０２４（令和６）年３月１９日 
申入終了日：２０２５（令和７）年１２月１６日 
対象条項と申入れ根拠条文（消費者契約法につき「法」という。）： 
１ 利用規約６条３項、７条３項 ← 法９条１項１号、法１０条 
２ 利用規約６条４項及び２１条 ← 民法５４８条の４ 
３ 利用規約１１条９項 ← 法９条１項１号 
４ 利用規約１６条１項及び１７条 ← 法１０条 
５ 利用規約１８条１項、１９条３項 ← 法８条１項１号及び３号 
６ ホームページ上の表示画面①、画面② ← 法３条１項１号、景表法第５条第２号 
（画面①） 

 

（画面②）  
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2 
 

 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 

１ 
 

◆ 従前の条項 
第６条【利用料】 
 ３．支払処理が完了した利用料は、理由の如何

を問わず返還しない。 
 
 
 
第７条【会員以外のクラブの利用】 
 ３．支払処理が完了した利用料は、理由の如何

を問わず返還しない。 
 
 
 
◆申入れ内容 

消費者契約法９条１項１号、同法１０条に適合す

るよう改訂して下さい。 
 

◆申入れ理由 

 貴社の利用規約６条３項、７条３項、及び、１

４条３項は、既払の利用料を、一切返金しないと

するもので、法定の無効、取消し（錯誤、消費者

契約法４条等）、解除（債務不履行解除等）の事由

があっても返金しないのであれば、消費者契約法

９条１項１号、同法１０条に該当し、無効です。 

 

・ 以下に変更された。 
第６条【利用料】 
 ３．支払処理が完了した利用料は、当社

または運営会社の責めに帰すべき事由に

よりサービスを提供できなくなった場合

を除き、理由の如何を問わず返還しない。 
 
第７条【会員以外のクラブの利用】 
 ３．支払処理が完了した利用料は、当社

または運営会社の責めに帰すべき事由に

よりサービスを提供できなくなった場合

を除き、理由の如何を問わず返還しない。 
 

２ ◆ 従前の条項 

第６条【利用料】 

 ４．当社は、事前に専用 WEB サイトに掲載する

ことにより、利用料を改定することができる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 以下に変更された。 
第６条【利用料】 
 ４．当社は、事前に専用 WEB サイトに

掲載することにより、利用料を改定するこ

とができる。ただし、会員の個別の同意を

得ることなく、利用料を改定することがで

きるのは、以下の各号に定める場合とし、

当該各号のいずれかに該当する場合には、

利用料を改定する旨および変更後の利用

料の内容とその効力発生日を会員に通知

または公表する方法により周知し、当該効

力発生日をもって効力を生じるものとす

る。以下の各号に該当しない場合には、個

別の会員との同意により利用料の変更を

行うものとし、同意により効力発生日を定

める。 
①利用料の変更が、会員一般の利益に適合

するとき 
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3 
 

 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 

 
 
 
 
 
第２１条【本規約の改定】 

 当社は、本規約、細則、利用規定、その他クラ

ブの運営、管理に関する事項を改定することがで

きる。運営会社は、運営会社が運営するクラブの

運営、管理に関する事項を改定することができる。

また、その効力は最新の改訂日をもって全ての会

員に適用される。 

 

◆ 申入れ内容 

削除するか、民法５４８条の４に適合するよう

改訂して下さい。 

 

◆ 申入れ理由 

貴社において利用規約を自由に変更できるとす

るもので、変更内容についても定めがなく、効力

発生時期についても、適切な方法による周知手続

もなく、即時とされています。民法５４８条の４

は、強行法規であり、仮に当事者間の合意があっ

たとしても、貴社の利用規約２１条は、強行法規

違反として無効です。 
 
 
 
 
 

②利用料の変更が、契約をした目的に反せ

ず、かつ、変更の必要性、変更後の内容の

相当性、変更の内容その他の変更に係る事

情に照らして合理的なものであるとき 
 
第２１条【本規約の改定】 
当社は、本規約、細則、利用規定、その

他クラブの運営、管理に関する事項（以下

「規約等」という。）を改定することがで

きる。運営会社は、運営会社が運営するク

ラブの規約等を改定することができる。た

だし、会員の個別の同意を得ることなく、

規約等を改定することができるのは、以下

の各号に定める場合とし、当該各号のいず

れかに該当する場合には、規約等を改定す

る旨および変更後の規約等の内容とその

効力発生日を会員に通知または公表する

方法により周知し、当該効力発生日をもっ

て、すべての会員に対して効力を生じるも

のとする。以下の各号に該当しない場合に

は、個別の会員との同意により規約等の変

更を行うものとし、同意により効力発生日

を定める。 
①規約等の変更が、会員一般の利益に適合

するとき 
②規約等の変更が、契約をした目的に反せ

ず、かつ、変更の必要性、変更後の内容の

相当性、変更の内容その他の変更に係る事

情に照らして合理的なものであるとき 
 

３ ◆ 従前の条項 
第１１条【退会】 
９．継続期間条件のある会員が満了前に中途解約

をする場合には違約金を支払わなければならな

い。 
① プレミアム会員は入会月から１２か月以内に

退会される場合、違約金として 13,200 円（税込）

を徴収するものとする。 
② スタンダード会員は入会月から６か月以内に

退会される場合、違約金として 6,600 円（税込）

を徴収するものとする。 
 

・以下に変更された 
第１１条【退会】 
９．継続期間条件のある会員が満了前に中

途解約をする場合には違約金を支払わな

ければならない。 
①プレミアム会員は継続期間条件として、

入会月（入会日の属する月）から１２か月

目末日（入会月を１か月目として計算す

る）まで在籍する必要がある。上記継続期

間条件を満たさずに退会される場合にお

いて、 
（i）入会から５か月目の末日までに退会
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 

◆ 申入れ内容 
法９条１項１号に適合するよう改訂して下さ

い。 
 
◆ 申入れ理由 
 貴社のホームページに掲載された「Ｐｒｉｃｅ」

には、①ライト会員は「月４９８０円（税込５４

７８円）とされ、②半年契約であるスタンダード

会員は「月３９８０円（税込４３７８円）」、「※６

ヶ月の継続条件有り」とされ、③１年契約である

プレミアム会員は「月２９８０円（３２７８円）」、

「※１２ヶ月の継続条件有り」、「１番お得！」と

謳われていますが、違約金の具体的額は、表示さ

れていません。 
 利用規約１１条９項には、②スタンダード会員

が入会月から６か月以内に退会する場合の違約金

を６６００円（税込）と定め、③プレミアム会員

が入会月から１２か月以内に退会する場合の違約

金を１万３２００円（税込）と定めています。 
 そうすると、６か月又は１年の契約期間がある

とはいえ、②スタンダード会員が５か月以内に退

会した場合、及び、③プレミアム会員が７か月以

内に退会した場合には、同時期までのライト会員

の支払会費累計額と比し、常にスタンダード会

員・プレミアム会員が支払うこととされる支払会

費累計額の方が高額になる計算です。 
 スタンダード会員及びプレミアム会員が契約期

間前に退会することによって貴社に発生する損害

は、退会月までの割引金額相当額と思料されます

から、貴社の利用規約１１条９項は、「解除の事由、

時期等の区分に応じ、当該消費者契約と同種の消

費者契約の解除に伴い当該事業者に生ずべき平均

的な損害の額を超える」ものに該当し、消費者契

約法９条１項１号に違反しています。 
 

したときは、違約金として 6,600 円（税

込）を、 
（ii）入会から５か月目の末日を過ぎ、１

１か月目の末日までに退会したときは、違

約金として 3.300 円（税込）を、徴収する

ものとする。 
②スタンダード会員は継続期間条件とし

て、入会月（入会日の属する月）から６か

月目末日（入会月を１か月目として計算す

る）まで在籍する必要がある。上記継続期

間条件を満たさずに退会される場合、違約

金として 4,400 円（税込）を徴収するも

のとする。 
③継続期間中に休会期間があった場合は、

休会月は継続期間には含まないものとす

る。 
④違約金は、退会月の翌月１日にクレジッ

トカードでの支払いを行うものとする。 
⑤クレジットカードによる支払処理が行

われなかった場合、当社は、会員に対し、

年 14.6%の遅延損害金を請求できるもの

とする。 
 

４ ◆ 従前の条項 
第１６条【サービスの制限】 
１．当社は、次の理由により本サービスの全部ま

たは一部を制限することができ、これに対して会

員は利用料の減額または返金を求めることはでき

ない。 
①気象・災害等により当社または運営会社が営業

・以下に変更された。 
第１６条【サービスの制限】 
１．当社は、次の事由に該当する店舗につ

いて、当該店舗における本サービスの全部

または一部を制限することができ、これに

対して会員は、当該店舗が通常利用する店

舗であることのみを理由として、利用料の
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5 
 

 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 

困難と判断したとき。 
②施設の点検、補修または改修をするとき。 
③法令の制定、改廃、行政指導、社会経済情勢の

著しい変化、その他やむを得ない事由が発生した

とき。 
④その他本サービスの停止が必要と当社または運

営会社が判断したとき。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第１７条【サービスの変更】 
 当社または運営会社は、次の理由により本サー

ビスの全部または一部を変更（店舗の閉鎖を含む）

することができ、これに対して会員は利用料の減

額または返金を求めることはできない。 
①気象・災害等により当社または運営会社が営業

を不可能と判断したとき。 
②法令の制定、改廃、行政指導、社会経済情勢の

著しい変化、その他やむを得ない事由が発生した

とき。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆ 申入れ内容 
法１０条に適合するよう改訂して下さい。 

減額または返金を求めることができない。

但し、当該会員の責めに帰すべき事由によ

ることなく、当該通常利用する店舗及びこ

れに代わる近隣店舗を利用できないこと

により、これらの店舗の利用可能日数の合

計が当該月中１５日を下回ったときは、当

社は、直近１回分のクレジットカード決済

にかかる利用料の引き落としを停止また

は返金する方法により、利用料を精算す

る。 
①気象・災害等により当社または運営会社

が営業困難と判断したとき。 
②法令の制定、改廃、行政指導、社会経済

情勢の著しい変化、その他やむを得ない事

由が発生したとき。 
③当社または運営会社の判断によりサー

ビスを一部停止したとき。 
④その他本サービスの停止が必要と当社

または運営会社が判断したとき。 
 
第１７条【サービスの変更】 
当社は、次の事由に該当する店舗につい

て、当該店舗における本サービスの全部ま

たは一部を変更（店舗の閉鎖を含む）する

ことができ、これに対して会員は、当該店

舗が通常利用する店舗であることのみを

理由として、利用料の減額または返金を求

めることができない。但し、当該会員の責

めに帰すべき事由によることなく、当該通

常利用する店舗及びこれに代わる近隣店

舗を利用できないことにより、これらの店

舗の利用可能日数の合計が当該月中１５

日を下回ったときは、当社は、直近１回分

のクレジットカード決済にかかる利用料

の引き落としを停止しまたは返金する方

法により、利用料を精算する。 
①気象・災害等により当社または運営会社

が営業を不可能と判断したとき。 
②法令の制定、改廃、行政指導、社会経済

情勢の著しい変化、その他やむを得ない事

由が発生したとき。 
③当社または運営会社の判断によりサー
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6 
 

 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 

 
◆ 申入れ理由  
 利用規約１６条１項は、「②施設の点検、補修ま

たは改修」、「④その他本サービスの停止が必要と

当社または運営会社が判断したとき」にも、「会員

は利用料の減額または返金を求めることはできな

い。」とされており、貴社の判断如何により、会員

はサービスの提供を受けられないにもかかわら

ず、サービス提供の対価である会費の支払義務を

課すもので、双務契約の対価関係を失わせるもの

で、法令中の公の秩序に関しない規定の適用によ

る場合に比して消費者の義務を加重する条項に該

当し、かつ、民法１条２項に規定する基本原則に

反して消費者の利益を一方的に害するものとい

え、消費者契約法１０条に該当し、無効です。 
利用規約１７条は、「②…行政指導…その他やむ

を得ない事由が発生したとき。」に、貴社は、「本

サービスの全部または一部を変更（店舗の閉鎖を

含む）すること」が出来る一方で、「会員は利用料

の減額または返金を求めることはできない。」とさ

れています。例えば、貴社の安全配慮義務違反等

の債務不履行によって行政指導を受け、店舗の一

時閉鎖を余儀なくされた場合、貴社に原因がある

からであって、会員がその利用料の全額負担とい

う形で不利益を強いられる筋合いのものではあり

ません。会員がサービスの提供を受けられないに

もかかわらず、サービス提供の対価である会費の

支払義務を課すことは、双務契約の対価関係を失

わせるもので、法令中の公の秩序に関しない規定

の適用による場合に比して消費者の義務を加重す

る条項に該当し、かつ、民法１条２項に規定する

基本原則に反して消費者の利益を一方的に害する

ものといえ、消費者契約法１０条に該当し、無効

です。 
 

ビスを一部縮小したとき。 

５ ◆ 従前の条項 
第１８条【賠償責任】 
１．本サービスの利用にあたって発生した紛失、

盗難、傷害その他の事故については、運営会社は、

その故意または重過失による場合を除き、一切の

責任を負わない。 
 

・以下に変更された。 
第１８条【賠償責任】 
１．本サービスの利用にあたって発生した

紛失、盗難、傷害その他の事故については、

運営会社は、その故意または過失による場

合を除き、一切の責任を負わない。 
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 

第１９条【サービスの終了】 
３．サービスの終了につき、当社は会員に対し、

何ら責任を負わない。 
 
◆ 申入れ内容 
法８条１項１号及び３号に適合するよう改訂し

て下さい。 
 
◆ 申入れ理由 
事業者の債務不履行又は不法行為に基づく損害

賠償責任について、消費者契約法では、軽過失の

場合の一部免除条項が許容されているだけであ

り、軽過失の場合の全部免除条項は同法８条１項

１号又は３号により無効となります。なお、この

理は、軽過失全部免責の場面が限定される場合や

損害額が少額にとどまる場合であっても異なりま

せん。 
貴社の利用規約１８条１項は、貴社に「過失又

は信義則上これと同視しうべき事由」といった帰

責事由がある場合にも、債務不履行責任及び不法

行為責任を「一切の責任を負いません。」と全て免

責させるもので、消費者契約法８条１項１号・３

号に違反しています。 
 貴社の利用規約１９条３項は、貴社が債務不履

行によりサービスを終了させた場合でも、「当社は

会員に対し、何ら責任を負わない。」とするもので、

消費者契約法８条１項１号・３号に違反していま

す。 
 

第１９条【サービスの終了】 
３．サービスの終了につき、当社は、当社

の責めに帰すべき事由による場合を除き、

会員に対し、何ら責任を負わない。 
 

６ ◆ 申入れ内容 
消費者のプラン選択にとって重要な要素となる

違約金の定めの有無及び額について、表示して下

さい。 
 
◆ 申入れ理由 
Ｑ＆Ａの「会員種別を教えてください。」及び「退

会したい場合はどうしたらいいですか？」には違

約金がかかることの記載はありますが、貴社のホ

ームページの画面①においては、「継続期間でご自

身にあったプランをご選択ください。」と、期間に

応じて選択をするよう誘導する一方で、利用料月

額は期間が長い程安く設定されている一方で、消

 
トップページの表示に違約金の記載がさ

れるようになった 
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 

費者のプラン選択にとって重要な要素となる違約

金の定めの有無及び額については表示されていま

せん。 
 
◆ 従前の画面② 
 

 
 
◆ 申入れ内容 
 画面②を、不当景品類及び不当表示防止法第５

条第２号に適合するように、改訂して下さい。 
 
◆ 申入れ理由 
画面②左においては、「全国のフィットネスジム

使用料／月平均」として、「年々上昇」と、利用料

金が上昇していることが折れ線グラフで記載され

ています。 
  画面②右においては、比較対象として、左側に

「一般的な会員制フィットネスジム」が表記され、

右側には、「一般的な会員制フィットネスジム」の

棒グラフの３分の１程の棒グラフの中に、「月会費 

約１／３」「２，９８０円／月（税込み３，２７８

円）※プレミアム会員の場合」と記載されていま

す。 
「小売物価統計調査による価格推移|日本の物価」

において、「フィットネスクラブ使用料：プール・

トレーニングジム・フィットネススタジオを有す

るフィットネスクラブ 個人会員の会費(利用日

時の制限なし)」について、「2023 年 4 月 / 全国

平均 10,307 円」とされていました。 
 画面②左のグラフは、上記「小売物価統計調査

による価格推移|日本の物価」を出典とするものと

 
 
 
 
 
 
 
 
・削除された。 
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 

考えられますが、統計条件は「プール・トレーニ

ングジム・フィットネススタジオを有するフィッ

トネスクラブ 個人会員の会費(利用日時の制限

なし)」であり、プール設備等を有しない貴社の会

費と比較することは、そもそも比較対象として不

適切です。 
画面②右は、あたかも貴社の月会費が著しく低

額であるかのような表記となっており、同業他社

よりも著しく有利であると一般消費者の誤認を招

く表示といえます。貴社の画面②は、「不当に顧客

を誘引し、一般消費者による自主的かつ合理的な

選択を阻害するおそれがあると認められ」、景表法

第５条第２号の禁止に違反していると言わざるを

得ません。 
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1 
 

◆改善事例★ フィットネス・ジムに対する申入れ         

 
事業者名；株式会社総和不動産 
事業内容：フィットネス・ジム 
申入対象：利用規約及びホームページ表示の是正 
対象条文： 
１ 利用規約６条５項、２３条 ← 民法５４８条の４ 
２ 利用規約８条２項及び１３条２項 ← 法１０条 
３ 利用規約１７条１項 ← 法８条１項１号、３号、法１０条 
４ 利用規約６条４項 ← 法１０条 
５ 利用規約１３条３項 ← 法１０条 
６ 利用規約１９条１項 ← 法８条１項１号、３号 
７ 利用規約２２条２項、３項 ← 法９条１項１号、法１０条 
８ 利用規約２０条３項 ← 法８条１項１号、３号 
９ 利用規約２６条 ← 民法９０条、法１０条 
10 ホームページ上の表示画面①～画面④ ← 法３条１項１号 
11 ホームページ上の表示画面②～画面⑤ ← 法３条１項１号 
 
申入開始日：2025（令和 7）年 6 月 17 日 
申入終了日：2025（令和 7）年 12 月 16 日 
 
 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 
１ ◆従前の条項 

第６条５項 

⑤ 当ジムは、別に定める会費、手数料、およ

び諸料金の改定を行うことができます。会員に

不利になる改定を行う場合のみ当ジムは 1ヶ月

前までに会員に告知するものとします。 

第２３条 

 当社は、本規約、細則，利用規定、その他当

ジムの運営、管理に関する事項を改訂すること

ができます。また、その効力はすべての会員に

適用されます。 

 

◆申入れ内容 

・貴社の利用規約第６条５項及び第２３条を、

削除するか、民法５４８条の４に適合するよう

改訂して下さい。 

 

 

◆改訂後の条項 
 
 
 
 
 
第２３条（本規約その他の諸事情の改定） 
 当社は、次の各号のいずれかに該当する場

合、本規約を改定することができるものとし

ます。この場合、当社は、会員に対し、本規

約を改定する旨、改定内容および効力発生時

期をホームページ上で告知するものとしま

す。 
(1) 本規約の改定が、会員の一般の利益に適

合する場合。 
(2) 本規約の改定が、会員との契約の目的に

反せず、かつ、変更の必要性、変更内容の相

当性その他改定に係る事情に照らして合理的
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2 
 

 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 
◆申入れ理由 

貴社において利用規約を自由に変更できると

するもので、変更内容についても定めがなく、

効力発生時期についても、適切な方法による周

知手続があるか不明です。民法５４８条の４は、

強行法規であり、仮に当事者間の合意があった

としても、貴社の利用規約第６条５項及び第２

３条は、強行法規違反として無効です。 

なものである場合。 

２ ◆従前の条項 

第８条２項 

② 当ジムへ入館禁止中の会員は、禁止中も会

費等を支払わなければならないものとします。 

 

第１３条２項 

② 会員資格停止中の会員または当ジムから除

名された会員は当ジムの施設を使用することが

できません。なお、会員は会員資格停止中も会

費を支払わなければならないものとします。 

 

◆申入れ内容 

・貴社の利用規約８条２項及び１３条２項を消

費者契約法１０条に適合するように改訂して下

さい。 

 

◆申入れ理由 

施設・設備の全損など客観的な履行不能はな

く、会員が酩酊しているなど、不適切な行為が

あって入館禁止措置を受けたとしても、受任者

である貴社のサービス提供は可能な状態にあ

り、危険負担の適用はなく、貴社の履行の提供

はあったものと考えられ、民法６４８条３項２

号を類推して、割合的報酬精算を行うべきと考

えます。 

 貴社の利用規約８条２項及び１３条２項は、

会員が利用禁止とされる理由を問わず、報酬全

額を請求するものとなっており、民法の適用に

よる場合に比して消費者の義務を加重する条項

で、民法第一条第二項に規定する基本原則に反

して消費者の利益を一方的に害するものとい

え、消費者契約法１０条によって無効です。 

◆改訂後の条項 
第８条  
② 停止または除名の原因が会員の責に帰す

べき事由による場合、会費の返還は行いませ

ん。 
第１３条 
② 会員資格停止中の会員または当ジムから

除名された会員は当ジムの施設を使用するこ

とができません。禁止中も会費等を支払わな

ければならない(以下「禁止中支払い」とい

う。)ものとします。なお、禁止中支払いにつ

いては施設もしくは設備の全部が会員の責に

より当施設が後発的履行不可能になった場合

は全額請求をさせて頂きその他場合、会員の

責に対する割合的請求をさせて頂きます。 
③ 会員資格停止期間中または除名された場

合であっても、会員の責に帰すべき事由があ

るときは、既払分の会費等の返還を行いませ

ん。ただし、当ジムの責めによる停止除名の

場合は返還を行います。 
④ 当施設は会員の責に帰する場合に限り上

記②及び③に定める全額請求もしくは、割合

的請求をした場合でも当施設の損害に充当で

きない場合、差額を損害賠償請求するものと

します。 
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3 
 

 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 
準委任契約の受任者（貴社）の報酬に関して、

①双方に帰責事由のない後発的履行不能の場

合、及び、受任者に帰責事由がある後発的履行

不能の場合は、受任者は、既にした履行の割合

に応じた報酬を請求することができること、②

委任者（会員）に帰責事由がある後発的履行不

能の場合は、受任者は報酬全額の請求が可能と

されていること、などといった貴社と会員との

間の会員契約上の会費（受任者の報酬）につい

ての指摘です。 
 

３ ◆従前の条項 

第１７条１項 

① 当ジムは、次の理由により施設の全部、ま

たは一部の利用を制限することがあります。そ

のような制限がなされる場合でも、当ジムが別

に定める場合を除き、会員の会費等の支払義務

が縮減、または停止されることはありません。 

・気象、災害等により会員にその災害が及ぶと

当ジムが判断し、営業が困難と認めたとき 

・施設の点検、補修または改修をするとき 

・法令の制定、改廃、行政指導、社会経済情勢

の著しい変化、その他止むを得ざる事由が発生

したとき・その他当ジムが休業を必要と認めた

とき 

 

◆申入れ内容 

・貴社の利用規約１７条１項を消費者契約法８

条１項１号及び同項３号、並びに、１０条に適

合するように改訂して下さい。 

 

◆申入れ理由 

 施設の全部または一部の利用制限がなされた

場合でも、会費支払義務が縮減・停止されない

とする利用規約１７条１項は、民法６４８条３

項本文の適用による場合に比して消費者の義務

を加重する条項で、民法第一条第二項に規定す

る基本原則に反して消費者の利益を一方的に害

するものといえ、消費者契約法１０条によって

無効です。よって、利用規約１７条１項を消費

◆改訂後の条項 
第１７条(施設の利用制限) 
①当ジムは、次の理由により施設の全部または

一部の利用を制限することがあります。 
(1)気象災害、法令の改廃、行政指導、社会経済

情勢の変化、施設の点検改修、その他やむを得

ない事由があるとき。 
(2)放火・事故・事件等により警察等の指導が必

要なとき。 
②一部のみ施設の利用が可能な場合、当ジムは

利用可能な範囲に応じて会費を減額します。 
③施設の全部が利用できない場合であって、当

ジムの責めまたは不可抗力によるものである

ときは、当該期間中の会費は不要とします。 
⑤会員の責により施設または設備を利用でき

なくなった場合、当ジムはその損害の範囲に応

じて実費相当の損害賠償を請求することがで

きます。 
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 
者契約法１０条に適合するように改訂して下さ

い。 

 貴社に債務不履行が生じても、貴社の報酬請

求権が減縮等されないことは、実質的にみて、

貴社に対する債務不履行に基づく損害賠償責任

を予め免除させる条項とも解されますから、消

費者契約法８条１項１号・３号にも違反してい

ます。 

 
◆申入れ後の変更案 
●変更案：第 17 条（施設の利用制限） 
①当ジムは、次の理由により施設の全部、また

は一部の利用を制限することがあります。 
 そのような制限がなされる場合、当ジムが完

全に利用可能である場合、会員の会費等の支払

義務が縮減、または停止されることはありませ

ん。なお、一部のみ施設利用可能な場合につい

ては会費の縮減するものとし、施設の全部が利

用できない場合、当施設の責もしくは、災害等

に起因する不可抗力によるものである場合、支

払い義務は停止されます。ただし、会員の責に

より全部または一部利用不可能になった場合、

その割合に応じた損害賠償請求をするものとし

ます。ただし、全額請求もしくは、割合的請求

をした場合でも当施設の損害に充当できない場

合、差額を損害賠償請求するものとします。 
・気象、災害等により会員にその災害が及ぶと

当ジムが判断し、営業が困難と認めたとき 
・施設の点検、補修または改修をするとき 
・法令の制定、改廃、行政指導、社会経済情勢

の著しい変化、その他止むを得ざる事由が発生

したとき・その他当ジムが休業を必要と認めた

とき 
・放火、事故事件等により警察等の捜査等が必

要と認めたとき 
 
◆申入れ理由 
「一部のみ施設利用可能な場合については会費

の縮減するものとし」という点は、準委任契約

の委任者が、受任者の責めに帰すべき事由に基
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5 
 

 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 
づきサービスの提供が受けられない場合、及び、

不可抗力によりサービスの提供を受けられない

場合に、受任者は、既にした履行の割合に応じ

て報酬を請求することができるとする民法６４

８条３項本文に沿う内容と考えました。 
 他方で、「施設の全部が利用できない場合、当

施設の責もしくは、災害等に起因する不可抗力

によるものである場合、支払い義務は停止され

ます。」の「支払い義務は停止」という表現は、

不可抗力などの原因事由が止んだときに復活す

るのかという疑問が残りますが、全部利用不可

能であった期間の報酬を請求するものではない

という理解を前提に、申入内容に沿うと考えま

した。 
 

４ ◆従前の条項 

第６条４項 

④ 過剰請求等による返金時の振込手数料は会

員負担とします。 

 

◆申入れ内容 

・貴社の利用規約６条４項を消費者契約法１０

条に適合するように改訂して下さい。 

 

◆申入れ理由 

 弁済に要する費用は債務者（不当利得返還義

務を負う者）の負担とされます。民法４８５条

は、「弁済の費用について別段の意思表示がない

ときは、その費用は、債務者の負担とする。」と

されており、弁済に振込み送金を用いる債務者

が負担するとされています。貴社の利用規約６

条４項は、会員へ不当利得を弁済するに際し、

貴社が負担すべき送金手数料を、会員負担とす

るもので、民法の適用による場合に比して消費

者の権利を制限する条項で、民法第一条第二項

に規定する基本原則に反して消費者の利益を一

方的に害するものといえ、消費者契約法１０条

によって無効です。よって、利用規約６条４項

を消費者契約法１０条に適合するように改訂し

て下さい。 

◆改訂後の条項 
第６条 
④ 会員は未納となっている会費等を支払う

際は、過剰金額が生しないように支払うものと

し、その際の振込手数料は会員の負担としま

す。万一、過剰に支払われた場合の返金時には、

振込手数料を差し引いた金額を返金します。 
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 
５ ◆従前の条項 

第１３条３項 

③ 第 1項による会員資格停止中の会員または

当ジムから除名された会員に対して、当ジムは

資格停止期間中または除名後の会費等につい

て、前納分または既払分の会費等があっても返

還は行いません。 

 

◆申入れ内容 

・貴社の利用規約１３条３項を消費者契約法１

０条に適合するよう改訂して下さい。 

 

◆申入れ理由 

民法において施設利用の対価をサービス提供

を受けることなく全額負担しなければならない

場合は、客観的に受任者の履行が不可能となっ

た場合で、委任者に帰責事由がある後発的履行

不能の場合といえます。民法の委任報酬の規律

においては、貴社に責めに帰すべき事由がある

場合を含めて、受任者は、履行済の割合的報酬

しか得られないこととされています。貴社の利

用規約１３条３項は、民法の適用による場合に

比して消費者の権利を制限する条項で、民法第

一条第二項に規定する基本原則に反して消費者

の利益を一方的に害するものといえ、消費者契

約法１０条によって無効です。 

 

◆改訂後の条項 
第１３条 
③ 会員資格停止期間中または除名された場

合であっても、会員の責に帰すべき事由があ

るときは、既払分の会費等の返還を行いませ

ん。ただし、当ジムの責めによる停止除名の

場合は返還を行います。 

６ ◆従前の条項 

第１９条１項 

① 当ジム内で発生した紛失、盗難、傷害その

他の事故については、当社、および当ジムは、

一切の責任を負いません。 

 

◆申入れ内容 

・貴社の利用規約１９条１項を消費者契約法８

条１項１号及び３号に適合するよう改訂して下

さい。 

 

◆申入れ理由 

貴社の利用規約１９条１項は、「当ジム内で発

◆改訂後の条項 
第１９条(施設での賠償責任) 
①当ジム内(施設館内に限らず、駐車場、駐輪

場、バイク置き場、敷地等の管理区域を含み

ます)で発生した紛失、盗難、傷害その他の事

故については、その責に帰すべき事由がある

場合を除き、当社、および当ジムは、一切の

責任を負いません。 
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 
生した紛失、盗難、傷害その他の事故について

は、当社、および当ジムは、一切の責任を負い

ません。」と、貴社の帰責事由の有無及び内容に

拘わらず、貴社の債務不履行責任及び不法行為

責任を「一切の責任を負いません。」と全て免責

させるもので、消費者契約法８条１項１号・３

号に違反しています。 
 

７ ◆従前の条項 
第２２条２項、３項 
当ジムで行う入会キャンペーンを適用する際

は以下の条件が必要です。 
① キャンペーン適用には 1 年間の継続契約と

なります。 
② ご利用開始日から 12 ヶ月が過ぎる前に解

約・退会した場合は、契約解除料が発生します。

なお、ご利用開始日から 13 ヶ月目以降の解約・

退会は、契約解除料は発生しません。 
③ なお、契約解除料は金 30,000 円税別とし

ます。 
 
◆申入れ内容 
・貴社の利用規約第２２条２項、３項を消費者

契約法９条１項１号及び１０条に適合するよう

改訂して下さい。 
 
◆申入れ理由 
 委任者たる会員が、任意解除権を行使したこ

とは、「委任が履行の中途で終了したとき。」（民

法６４８条３項２号）に当たり、受任者は、既

にした履行の割合に応じて報酬を請求すること

ができるに留まります（民法６４８条３項本

文）。 
委任契約においては、「やむを得ない事由」な

しに（６５１条２項柱書但書）、「相手方に不利

な時期に委任を解除したとき」（民法６５１条２

項１号）には、委任者は、受任者の「解除の時

期が不当であることに起因する損害」を賠償し

なければならないとされていますが（民法６５

１条２項本文）、フィットネスクラブの利用契約

◆改訂後の条項 
第２２条 
 当ジムで行う入会キャンペーンを適用する

際は以下の条件が必要です。 
① キャンペーン適用には 1 年間の継続契約

となります。 
② ご利用開始日から 12 ヶ月が過ぎる前に

解約退会した場合は、契約解除料が発生しま

す。なお、ご利用開始日から 13 ヶ月目以降

の解約・退会は、契約解除料は発生しませ

ん。 
③ 契約解除料は金 30,000 円税別もしくは、

残存期間中の会費全額、キャンペーンを利用

しない場合に発生する諸費用（入会金等【指

紋登録料、事務手数料、入会金】及び無料に

なった会費の合計）のいずれかをお支払いい

ただきます。ただし、解除料の上限は残存期

間の通常会費総額を超えないものとします。 
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 
において、受任者に報酬以外の損害を及ぼすよ

うな「解除の時期が不当であることに起因する

損害」は観念し難いと考えられます。 
また、委任者の疾病、転居など、「やむを得な

い事由」に基づく中途解約の場合、受任者への

「解除の時期が不当であることに起因する損

害」の賠償は不要とされています。 
 この点で、民法による場合に比べ、「消費者の

義務を加重する消費者契約の条項」になってい

るといえます。民法の委任報酬の精算に比べて、

信義則に反し、消費者の利益を一方的に害する

ものとして消契法１０条によって無効です。 
 消契法９条１項１号は、「当該消費者契約の解

除に伴う損害賠償の額を予定し、又は違約金を

定める条項であって、これらを合算した額が、

当該条項において設定された解除の事由、時期

等の区分に応じ、当該消費者契約と同種の消費

者契約の解除に伴い当該事業者に生ずべき平均

的な損害の額を超えるもの」について「当該超

える部分」を無効と定めています。 
 
◆変更案 
変更案：第２２条（キャンペーン及び適用条件） 
当ジムで行う入会キャンペーンを適用する際は

以下の条件が必要です。 
①キャンペーン適用には 1 年間の継続契約とな

ります。 
②ご利用開始日から 12 ヶ月が過ぎる前に解約・

退会した場合は、契約解除料が発生します。な

お、ご利用開始日から 13 ヶ月目以降の解約・退

会は、契約解除料は発生しません。 
③契約解除料は金 30,000 円税別もしくは、残

存期間中の会費全額、キャンペーンを利用しな

い場合に発生する諸費用（入会金等【指紋登録

料、事務手数料、入会金】及び無料になった会

費の合計）の内、低い金額に消費税相当額を足

した分とします。 
 
◆申入れ理由 
 変更案第２２条③によれば、利用開始日から
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 
１２か月が過ぎる前に解約・退会した場合に発

生する契約解除料について、金３万円、又は、

「残存期間中の会費全額、キャンペーンを利用

しない場合に発生する諸費用（入会金等【指紋

登録料、事務手数料、入会金】及び無料になっ

た会費の合計）」のうちいずれか低い金額に、消

費税相当額を付加した額とされるとのことで

す。 
民法６５１条２項は、やむを得ない事由なく、

相手方に不利な時期の解除、又は、受任者の利

益（専ら報酬を得ることによるものを除く。）を

も目的とする契約の解除の場合に、相手方の損

害を賠償しなければならないと定めています

が、この「相手方の損害」に、仮に、消極的損

害（得べかりし利益）が含まれるとしても、裁

判実務上、消極的損害（得べかりし利益）を損

害として賠償が認められるためには、損害賠償

を請求権者が、その原因がなければ、その利益

を獲得できていたであろう高度の蓋然性が認定

される必要があります。 
 消費者契約法９条１項１号は、民法に対する

特別法であり、上記イで指摘した高度の蓋然性

が認められない場合の違約金、損害賠償の予定

につき、「当該事業者に生ずべき平均的な損害の

額」を超える部分を無効としています。 
 キャンペーンを適用して貴社の会員となった

者は、キャンペーンの適用がなくとも貴社の会

員となっていたであろう高度の蓋然性は認めら

れません。その原因がなければ、その利益を獲

得できていたであろう高度の蓋然性が認められ

る範囲は、キャンペーンを適用して貴社の会員

となった者が１２か月の間に支払うべき会費合

計３万５８２０円に限られます。 
 ところが、貴社の変更案第２２条③は、キャ

ンペーンを適用して貴社の会員となった者が、

５か月目以降に退会した場合、キャンペーンを

適用して貴社の会員となった者が退会せず１２

か月間に支払う会費合計３万５８２０円を超え

て、貴社に対し解除料・正規の会費等を支払う

ことなり、民法上賠償が認められる消極的損害
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10 
 

 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 
の範囲を超えています。 
 「解除の事由、時期等の区分に応じ、当該消

費者契約と同種の消費者契約の解除に伴い当該

事業者に生ずべき平均的な損害の額」（消契法９

条１項１号）を超えることになる部分が含まれ

ていることが明らかですので、改めて、消契法

９条１項１号に適合するように是正を申し入れ

ます。 
 

８ ◆従前の条項 
第２０条３項 
③ 当ジムの解散の場合は、当ジム、および当

社は会員に対し特別な補償は行いません。 
 
◆申入れ内容 
・貴社の利用規約第２０条３項を消費者契約法

８条１項１号及び３号に適合するよう改訂して

下さい。 
 
◆申入れ理由 
 貴社がジムを解散させるにあたって、その原

因には、貴社の債務不履行や不法行為の責任を

負うべき場合も含まれると考えられます。 
 しかし「会員に対し特別な補償は行いませ

ん。」と規定しており、実質的にみて、上記６（２）

で述べた事業者の賠償責任免除条項と考えられ

ます。 
 

◆改訂後の条項 
第２０条（解散） 
③当ジムの解散理由が解散の理由が天災、地

変、公権力の命令、強制その他の不可抗力

等、当ジムに責がない場合は、当ジム、およ

び当社は会員に対し特別な補償は行いませ

ん。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

９ ◆従前の条項 
第２６条 
過去に会費等の未納履歴がある会員様もしく

は、クレジットカード登録が正常に完了してい

ない（クレジットカード有効期限切れもしくは、

無効なクレジットカード登録等）会員様が退会

手続きをする場合、以下の条件を遵守して頂き

遵守して頂く場合のみ退会手続きが可能なもの

とします。 
①退会手続き時にご利用最終月分までのオプシ

ョンを含む会費等（紛失料及び未納分、違約金

等も含む）を一括支払いされること。 

◆改訂後の条項 
第２６条（退会時清算金及び退会後の未納分

会費等請求方法の指定） 
過去に会費等の未納履歴がある会員様もしく

は、クレジットカード登録が正常に完了して

いない（クレジットカード有効期限切れもし

くは、無効なクレジットカード登録等）会員

様が退会手続きをする場合、以下の条件を当

施設が債権を有する時点に遡って同意するも

のとします。 
①退会手続き時にご利用最終月分までのオプ

ションを含む会費等（紛失料及び未納分、違
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11 
 

 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 
②上記①が二重請求の場合、振込手数料を差引

した過剰請求分を口座振込にて当施設運営法人

から返金すること。 
 
 
 
◆申入れの内容 
 利用規約２６条を削除して下さい。 
◆申入れ理由 
 民法５４０条ないし５４８条は、契約の解除

に関して規律しており、貴社に債務不履行があ

る場合に会員が解除権を行使することは、民法

に定められた権利行使であります。また、民法

５４０条は契約による解除権の行使についても

規律しており、民法６５６条で準用される民法

６５１条の委任の各当事者の任意解除権の規律

においても、未払の会費等の精算は別として、

解除権の行使はなし得るものとされています。 
 貴社の利用規約２６条は、貴社が会員に対し

て有する金銭債権全額以上の支払いを受けなけ

れば、会員の貴社に対する解除権の行使は許さ

れないとされており、民法の定める解除制度と

いう「公の秩序」「に反する法律行為」として民

法９０条により無効です。 
 また、民法の適用による場合に比して消費者

の権利を制限し、又は、消費者の義務を加重す

る消費者契約の条項であって、信義則に反して

消費者の利益を一方的に害するものといえ、消

費者契約法１０条により無効です。 

約金等も含む）を一括支払いされること。 
②上記②の支払いが二重請求の場合、振込手

数料を差引した過剰請求分を口座振込にて当

施設運営法人から返金することについて当施

設が債権を有する時点に遡って同意するこ

と。 
②上記の債務返済確認ができない場合に限っ

てシステム上で債権回収を履行するため、退

会後であってもシステム上での請求をし続け

るものとします。 
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12 
 

 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 
10 ◆従前の表示 

（画面①） 

 
 
 
 
 
 
 
（画面②） 

 
 
 
 
 
（画面③） 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
（画面②） 

 
「※キャンペーンをご利用される月会員様の

み SWR 安心サポートが自動付帯(マイページ

等で解約可能)されます。無料期間終了月の

10 日まで解約されない場合料金が発生しま

す。」が付加された。 
 
（画面③） 

 
１年継続が条件であることのほかに、１年以

内の退会の場合違約金３万円（税別）が発生

することが明示された。 
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13 
 

 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 
 
（画面④） 

 
 
（画面⑤） 

 
◆申入れ内容 
・貴社のホームページにある、上記画面①ない

し④において違約金の定めの有無及び額につい

て、表示して下さい。 
 
◆申入れ理由 
 画面①ないし④には、入会キャンペーンで入

会した場合に、解約時に契約解除料として３万

円の違約金を要する旨の記載がありません。消

費者がプラン選択する際に重要な要素となる契

約解除料３万円（違約金）を要するといった違

約金の定めの有無及び額について一切、表示さ

れていません。従いまして、消費者契約法３条

１項１号に基づき、画面①ないし④において、

消費者のプラン選択にとって重要な要素となる

違約金の定めの有無及び額について、表示して

下さい。 
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14 
 

 Ｃネット東海の主な申入れ内容 回答（結果） 
11 ◆従前の条項 

上記９の画面②ないし⑤ 
 
◆申入れ内容 
・貴社のホームページにある、上記画面②ない

し⑤において入会キャンペーンで入会した場合

に契約期間が１年とされることについて、容易

に認識・理解できるよう、表示を改めて下さい。 
 
◆申入れ理由 
入会キャンペーンで入会した場合には、契約期

間が１年とされる点について、上記画面②には、

「※入会キャンペーンをご利用される場合１年

継続が条件です。」との記載はあるものの、他ク

ラブからの乗り換えや、２名様以上の同時入会

における有利性の強調や、まもなく締め切り！

と焦りを誘引するような記載の大きさに比し、

極めて小さく、看過するよう誘導されていると

考えられますし、上記画面③においても、「入会

キャンペーンをご利用される場合１年継続が条

件です。」との記載はあるものの、他の条項に埋

没し、看過するよう誘導されていると考えられ

ますし、確認画面と推測される上記画面④にお

いては、入会キャンペーンで入会した場合に契

約期間が１年とされる点の表示はなく、会員規

約の表示画面と推測される上記画面⑤において

は、利用規約が上下２つの窓に表示されるもの

の、横に細長すぎて、条項を一つずつ落ち着い

て検討することを阻害するように仕向けられて

いるといえます。消費者のプラン選択にとって

重要な要素となる入会キャンペーンで入会した

場合に契約期間が１年とされることについて、

容易に認識・理解できるよう、表示を改めて下

さい。 
 

◆改訂後の表示 
上記１０のとおり。 
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◆改善事例 フィットネスジムに対する申入れ       

 
事業者名；RIZAP 株式会社 
事業内容：フィットネスジム 
申入対象：退会に関する条項 
対象条文：消契法１０条、９条１項２号 
要請開始日：2025（令和 7）年 7 月 30 日 
要請終了日：2025（令和 7）年 12 月 16 日 
 
 Ｃネット東海の主な申入れ内容 RIZAP 株式会社の回答（結果） 

１ （退会に関する条項） 
会員は、専用アプリにおいて退会手続を行うこ 

とにより、退会することができる。ただし、 以下

の場合は退会手続きを行うことができない。 
（中略） 
(2)利用料の引き落としエラー等の未払いがある

場合 （未払いが解消されるまで退会不可） 
 
◆申入れ内容 
本条項(2)を削除してください。 

◆申入れ理由 

・消契法１０条違反について 

本件事業者が会員との間で行う施設利用契約

は、民法上の準委任契約（民法６５６条）にあた

ると解されるところ、準委任契約においては各当

事者がいつでもその解除をすることができるもの

と定められており（民法６５１条１項）、未払債務

が存在する場合であっても、その支払いは解除を

するための要件として定められていない。 
しかし、本条項においては、会員の退会、すな

わち会員が本件事業者との契約を解約するための

要件として、会員による専用アプリにおける解約

の意思表示に加えて、会員が本件事業者に対して

未払料金を支払うことを要求している。このよう

な条項は、民法６５１条１項の適用による場合に

比して会員の権利を制限ないし会員の義務を加重

する条項である。 
そして、未払料金の支払いが完了していない限

り解約ができず、月額会費の支払義務が発生し続

けるものとすることには合理的な理由がなく、民

次の通り改定された。 
 
（退会に関する条項） 
 会員は、専用アプリにおいて退会手続を

行うことにより、退会することができる。

なお、退会手続の時点で当該会員に利用料

等の未払いが認められるときは、会員は、

退会手続完了後も当該未払いの支払義務

を免れるものでないものとする。 
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 Ｃネット東海の主な申入れ内容 RIZAP 株式会社の回答（結果） 

法１条２項に規定する基本原則に反して消費者の

利益を一方的に害するものといえる。 
したがって、本条項は消費者契約法１０条によ

って無効であると考えられる。 
・消契法９条１項２号違反について 
本条項によれば、会員に未払料金が存在する場

合に、たとえ会員が解約の意思表示をしたとして

も、当該未払料金を支払わない限り月額会費が発

生し続けることになる。これは、実質的には料金

未払に対する損害賠償の予定ないし違約金を定め

るものであり、未払金額によってはその金額に年

１４．６％を乗じた金額を超えることとなる。 
 そのため、消費者契約法９条１項２号によって

も無効であると考えられる。 
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◆改善事例 屋内スポーツ施設に対する申入れ      

 
事業者名；Forward 株式会社 
事業内容：屋内スポーツ施設 
申入対象：免責条項 
対象条文：消契法８条 
申入開始日：2024（令和 6）年 7 月 23 日 
申入終了日：2026（令和 8）年 3 月 17 日 
 
 Ｃネット東海の主な申入れ内容 Forward 株式会社の回答（結果） 

１ （貴重品の管理に関する条項） 
（利用規約） 
貴重品の管理は各自でお願い致します。盗難、 

紛失の責任は一切負いかねます。 
◆申入れ内容 
本条項を、消費者契約法第８条１項に適合する

ように改めてください。 

◆申入れ理由 

本条項は、本件事業者の管理体制の不備等、本

件事業者に起因する事情によって利用者が手荷物

の盗難等に遭った場合等、本件事業者に過失があ

る場合にも責任を全部免除するものと解釈される

ため、消費者契約法第８条１項１号・３号により

無効となる。 

次の通り改定された。 
（利用規約） 
「当店は、施設内・駐車場内における貴重

品の盗難・紛失、事件、事故、トラブル等

によりお客様に生命・身体以外に対する損

害が生じて当店が責任を負う場合でも、当

店に故意又は重過失がない限り、賠償上限

額は当該お客様の当日のご利用額としま

す。」 
 

２ （施設等の利用に関する条項） 
（利用規約） 
駐車場、施設内での事故、トラブル等に関して

の責任は一切負いかねます。 
（誓約書） 
 当施設内で生じた如何なる怪我・事故・故障に

ついても自己の責任において対処し、施設運営者

や関係者の責任は一切追及しないことを誓約いた

します。 
◆申入れ内容 
各条項を、消費者契約法第８条１項に適合する

ように改めてください。 

◆申入れ理由 

 本条項は、駐車場や施設内における設備の瑕疵

など、本件事業者側に起因する事情によって事故、

トラブル等が発生した場合等、本件事業者に過失

次の通り改定された（利用規約は１と同

じ）。 
（利用規約） 
 「当店は、施設内・駐車場内における貴

重品の盗難・紛失、事件、事故、トラブル

等によりお客様に生命・身体以外に対する

損害が生じて当店が責任を負う場合でも、

当店に故意又は重過失がない限り、賠償上

限額は当該お客様の当日のご利用額とし

ます。」 
（誓約書） 
「お客様の生命・身体以外に対する損害が

生じて施設運営者やその関係者が賠償責

任を負う場合でも、それらの者に故意又は

重過失が無い限り、賠償上限額は当日の自

分の利用額となることに同意します。」 
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2 
 

 Ｃネット東海の主な申入れ内容 Forward 株式会社の回答（結果） 

がある場合にも本件事業者の責任を全部免除する

ものと解釈されるため、消費者契約法第８条１項

１号・３号により無効となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
 

消費者庁の新しい『消費者団体訴訟制度「成果事例集」』ができました。 

以下の URL または二次元コードからアクセスできます。 

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_system/collective_litigation_

system/about_system/case_examples_of_injunction/ 

 
 

- 60 -


